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規 則

新潟市表彰審査会規則の一部を改正する規則をここに

公布する。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市規則第５９号

新潟市表彰審査会規則の一部を改正する規則

新潟市表彰審査会規則（昭和３６年新潟市規則第３６号）

の一部を次のように改正する。

第２条を次のように改める。

（組 織）

第２条 審査会は，委員７人以内で組織する。

２ 委員は，次に掲げる者のうちから市長が委嘱し，又

は任命する。

! 学識経験者

" 市職員

附 則

この規則は，公布の日から施行する。

新潟市契約規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

平成１５年１０月１７日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市規則第６０号

新潟市契約規則の一部を改正する規則

新潟市契約規則（昭和５９年新潟市規則第２４号）の一部

を次のように改正する。

目次中「第４８条」を「第４７条」に，「第４９条」を「第４８

条」に改める。

第１１条の次に次の１条を加える。

（予定価格の入札執行前の公表）

第１１条の２ 市長は，入札を適正に行うため特に必要が

あると認めるときは，入札を執行する前に予定価格を

公表することができる。この場合において，第１３条（第

２５条において準用する場合を含む。）の規定は適用しな

い。

２ 予定価格の入札執行前の公表について必要な事項は

別に定める。

５８ 不在者投票事務を取り扱う場所について ……３０

５９ 投票所の設置について …………………………３０

６１ 投票の順序について ……………………………３２

６２ 氏名等の掲示の順序を定めるくじを行う場

所及び日時について ……………………………３２

６３ 開票立会人を定めるくじを行う場所及び日

時について ………………………………………３２

６４ 開票の場所及び日時について …………………３２

６５ 開票管理者及び同職務代理者の選任につい

て …………………………………………………３２

６６ 選挙時登録に係る選挙人名簿からの抹消に

ついて ……………………………………………３２

６７ 直接請求を行う場合に必要な選挙権を有す

る者の数 …………………………………………３２

６８ 投票管理者及びその職務代理者の選任につ

いて ………………………………………………３３

監査委員訓令
１ 新潟市監査事務運営規程の一部を改正する

規程 ………………………………………………３３

農業委員会公示
１９ １０月農地部会特別委員会の招集について ……３３

２０ １０月定例農地部会の招集について ……………３３

水道局管理規程
１１ 新潟市水道事業会計規程の一部を改正する

規程 ………………………………………………３４

１２ 新潟市水道局徴収事務委託規程の一部を改正

する規程 …………………………………………３４

１３ 新潟市水道局請負工事等指名委員会規程の

一部を改正する規程 ……………………………３４

１４ 新潟市水道局契約規程の一部を改正する規

程 …………………………………………………３４

１５ 新潟市水道局契約規程の規定による帳票規

程の一部を改正する規程 ………………………３５

水道局告示
２１ コンビニエンスストアでの水道料金等収納
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２２ 新潟市水道局出納取扱金融機関及び収納取

扱金融機関について ……………………………３６

２３ 新潟市指定給水装置工事事業者の指定につ

いて ………………………………………………３６

辞 令
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第４６条を削り，第４７条を第４６条とし，第４８条を第４７条と

し，第４９条を第４８条とする。

附 則

この規則は，平成１５年１０月１７日から施行する。

訓 令

新潟市契約規則の規定による帳票規程の一部を改正す

る規程を次のように定める。

平成１５年１０月１７日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市訓令第７号

新潟市契約規則の規定による帳票規程の一部を

改正する規程

新潟市契約規則の規定による帳票規程（昭和４１年新潟

市訓令第９号）の一部を次のように改正する。

別記様式第６号の２工事請負契約約款第４５条の次に次

の１条を加える。

（談合その他不正行為による解除）

第４５条の２ 甲は，乙がこの契約に関して，次の各号の

いずれかに該当したときは，契約を解除することがで

きる。

! 公正取引委員会が，乙に違反行為があつたとして

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）

第４８条第４項，第５３条の３又は第５４条の規定による

審決（同法第５４条第３項による該当する事実がなか

つたと認められる場合の審決を除く。）を行い，当該

審決が確定したとき（独占禁止法第７７条の規定によ

り，この審決の取消しの訴えが提訴されたときを除

く。）。

" 公正取引委員会が，乙に違反行為があつたとして

独占禁止法第４８条の２第１項の規定による課徴金の

納付を命じ，当該課徴金納付命令が同法第４８条の２

第６項の規定により確定した審決とみなされたと

き。

# 乙が，公正取引委員会が乙に違反行為があつたと

して行つた審決に対し，独占禁止法第７７条の規定に

より審決取消しの訴えを提起し，その訴えについて

請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。

$ 乙（乙が法人の場合にあつては，その役員又はそ

の使用人）が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の

３又は同法第１９８条の規定による刑が確定したと

き。

２ 前条第２項及び第３項の規定は，前項による解除の

場合に準用する。

別記様式第６号の２工事請負契約約款第４８条の次に次

の１条を加える。

（賠償額の予定）

第４８条の２ 乙は，第４５条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは，甲が契約を解除するか否かを問わ

ず，賠償金として，契約金額の１０分の２に相当する額

を支払わなければならない。工事が完了した後も同様

とする。ただし，次に掲げる場合は，この限りでない。

! 第４５条の２第１項第１号から第３号までのうち，

審決の対象となる行為が，独占禁止法第２条第９項

に基づく不公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正

取引委員会告示第１５号）第６項で規定する不当廉売

の場合その他甲が特に認める場合

" 第４５条の２第１項第４号のうち，乙が刑法第１９８条

の規定による刑が確定した場合

２ 前項の場合において，乙が共同企業体であり，既に

解散されているときは，甲は，乙の代表者であつた者

又は構成員であつた者に賠償金の支払いを請求するこ

とができる。この場合において，乙の代表者であつた

者及び構成員であつた者は，共同連帯して前項の額を

甲に支払わなければならない。

３ 第１項の規定は，甲に生じた実際の損害額が同項に

規定する賠償金の額を超える場合においては，超過分

につき賠償を請求することを妨げるものではない。

附 則

この規程は，平成１５年１０月１７日から施行する。

告 示

新潟市告示第３０５号

市道路線の認定について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に

基づき，市道路線を次のように認定する。

なお，関係図面は告示の日から２週間新潟市都市整備

局土木部土木総務課において，一般の縦覧に供する。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭
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路 線 名
起 点

重要な経過地
終 点

西 南 ３ －
２８１ 号 線

新潟市山崎字下り
１１９８番１地先 新潟市山崎字下り

１１９６番１地先新潟市山崎字下り
１１９１番地先

西 南 ６ －
１８６ 号 線

新潟市新通字仲才
１０１番２地先 新潟市新通字仲才

１８９番地先新潟市新通字仲才
２０９番地先

西 １ －
１４９ 号 線

新潟市松海が丘二丁
目５８２１番１３５０地先

新潟市松海が丘二
丁目５８２１番１３９３地
先

新潟市松海が丘二丁
目５８２１番１３９８地先

西 ２ －
２６７ 号 線

新潟市寺尾西三丁
目６５１２番１３地先 新潟市寺尾西三丁

目６５１２番２０地先新潟市寺尾西三丁
目６５１２番３０地先

西 ２ －
２６８ 号 線

新潟市寺尾西三丁
目６５１２番２９地先 新潟市寺尾西三丁

目６５１２番２９地先新潟市寺尾西三丁
目６５２９番３地先

西 ４ －
１６２ 号 線

新潟市内野町８４７
番４地先 新潟市内野町８３３

番５地先新潟市内野町８３３
番１地先

西 ５ －
２５７ 号 線

新潟市寺尾朝日通
１１５番２地先 新潟市寺尾朝日通

１１５番２７地先新潟市寺尾朝日通
１１５番３８地先

西 ５ －
２５８ 号 線

新潟市寺尾朝日通
１１５番２７地先 新潟市寺尾朝日通

１１５番２９地先新潟市寺尾朝日通
１１５番３１地先

西 ５ －
２５９ 号 線

新潟市小針三丁目
８５５番地先 新潟市小針三丁目

８５３番地先新潟市小針三丁目
８４９番地先

西 ５ －
２６０ 号 線

新潟市小針一丁目
９７８番１地先 新潟市小針一丁目

９７４番地先新潟市小針一丁目
９７１番１地先

西 ５ －
２６１ 号 線

新潟市小針一丁目
９７１番８地先 新潟市小針一丁目

９７１番１０地先新潟市小針一丁目
９７１番７地先

中 央 ２ －
１０１ 号 線

新潟市白山浦二丁
目６４５番５６地先 新潟市川岸町一丁

目４９番１地先新潟市一番堀通町
６０１７番８地先

中 央 ２ －
１７６ 号 線

新潟市関屋大川前一
丁目２１４３番３９地先

新潟市関屋大川前
一丁目２１４３番３９地
先

新潟市関屋大川前一
丁目２１４３番３８地先

南 １ －
１３８ 号 線

新潟市日の出二丁
目１６番１１０地先 新潟市日の出二丁

目１６番９６地先新潟市日の出二丁
目１６番８６地先

南 １ －
１３９ 号 線

新潟市日の出二丁
目１６番１３０地先 新潟市日の出二丁

目１６番１２７地先新潟市日の出二丁
目１６番１２０地先

南 １ －
１４０ 号 線

新潟市日の出二丁
目１６番９５地先 新潟市日の出二丁

目１６番９４地先新潟市日の出二丁
目１６番９２地先

南 １ －
１４１ 号 線

新潟市日の出二丁
目１６番８１地先 新潟市日の出二丁

目１６番６５地先新潟市日の出二丁
目１６番７３地先

南 １ －
１４２ 号 線

新潟市日の出二丁
目１６番８５地先 新潟市日の出二丁

目１６番８４地先新潟市日の出二丁
目１６番８２地先

南 ３ －
１１２ 号 線

新潟市上所上一丁
目１２２番地先 新潟市上所上一丁

目１２１番地先新潟市上所上一丁
目１２０番地先

南 ３ －
１１３ 号 線

新潟市上所三丁目
７８３番１地先 新潟市上所三丁目

７８３番２２地先新潟市上所三丁目
２９９番地先

南 ４ －
１１３ 号 線

新潟市女池字上山
４１５番２０地先 新潟市女池字上山

４１５番１７地先新潟市女池字上山
４１５番１４地先

南 ４ －
１１４ 号 線

新潟市女池四丁目
７３５番４地先 新潟市女池四丁目

７３５番１５地先新潟市女池四丁目
７３５番１３地先

南 ４ －
１１５ 号 線

新潟市女池三丁目
１０９４番１１地先 新潟市女池三丁目

１０９４番１７地先新潟市女池三丁目
１０９４番２５地先

南 ４ －
１１６ 号 線

新潟市近江二丁目
３１３番７地先 新潟市近江二丁目

３９８番７地先新潟市女池一丁目
１１４２番１地先

南 ６ －
１８８ 号 線

新潟市紫竹山四丁
目５１６番１地先 新潟市紫竹山四丁

目５１５番１地先新潟市紫竹山四丁
目５１５番２地先

南 ７ －
３５４ 号 線

新潟市長潟字本村
前１５２番１地先 新潟市長潟字本村

前２１３番地先新潟市長潟字本村
前１４２番１地先

東 １ －
１８６ 号 線

新潟市浜谷町一丁
目２６４番１０地先 新潟市浜谷町一丁

目２６９番２５地先新潟市浜谷町一丁
目２７１番７地先

東 １ －
１８７ 号 線

新潟市浜谷町一丁
目２６８番４地先 新潟市浜谷町一丁

目２６８番１９地先新潟市浜谷町一丁
目２６８番１５地先

東 ２ －
１０５ 号 線

新潟市秋葉一丁目
６３番３２地先 新潟市秋葉一丁目

６３番８１地先新潟市秋葉一丁目
６３番３０地先

東 ２ －
１０６ 号 線

新潟市秋葉一丁目
６３番２地先 新潟市秋葉一丁目

６３番２３地先新潟市秋葉一丁目
６３番３０地先

東 ２ －
１０７ 号 線

新潟市秋葉一丁目
６３番５６地先 新潟市秋葉一丁目

６３番５０地先新潟市秋葉一丁目
６３番４５地先

東 ２ －
１０８ 号 線

新潟市秋葉一丁目
６３番８２地先 新潟市秋葉一丁目

６３番８２地先新潟市秋葉一丁目
６３番８２地先

東 ２ －
１０９ 号 線

新潟市秋葉一丁目
４０番２地先 新潟市秋葉一丁目

４０番２地先新潟市秋葉一丁目
６３番２地先

東 ２ －
１１０ 号 線

新潟市秋葉一丁目
６３番９１地先 新潟市秋葉一丁目

６３番９３地先新潟市秋葉一丁目
６３番９５地先

東 ３ －
２３９ 号 線

新潟市下山二丁目
５９４番地先 新潟市下山二丁目

３６９番地先新潟市下山二丁目
５０３番２地先
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東 ３ －
２４３ 号 線

新潟市新川町２０番
１地先 新潟市新川町２０番

１地先新潟市新川町２１番
１地先

東 ３ －
２４４ 号 線

新潟市下山二丁目
４５０番１地先 新潟市下山二丁目

４５５番地先新潟市下山二丁目
４６０番地先

東 ３ －
４８４ 号 線

新潟市下山一丁目
６３番１地先 新潟市下山一丁目

１２７番地先新潟市新川町２８番
１地先

東 ３ －
５００ 号 線

新潟市新川町２２１
番地先 新潟市新川町２７８

番地先新潟市新川町２９０
番１地先

東 ３ －
５６０ 号 線

新潟市下山二丁目
１４１４番２地先 新潟市下山二丁目

１３７８番３地先新潟市下山二丁目
１３７９番１地先

東 ３ －
５６１ 号 線

新潟市下山一丁目
３１７番２地先 新潟市下山一丁目

２８７番１地先新潟市下山一丁目
２６６番１地先

東 ３ －
５６２ 号 線

新潟市下山二丁目
４７４番１地先 新潟市下山二丁目

４５６番２地先新潟市下山二丁目
５００番１地先

東 ３ －
５６３ 号 線

新潟市下山一丁目
２２７番１地先 新潟市下山一丁目

１９３番１地先新潟市新川町２８６
番１地先

東 ３ －
５６４ 号 線

新潟市下山二丁目
３３４番１地先 新潟市下山二丁目

２３１番１地先新潟市新川町２２番
地先

東 ３ －
５６５ 号 線

新潟市下山一丁目
２４２番１地先 新潟市下山一丁目

２５６番２地先新潟市下山一丁目
５２０番１地先

東 ３ －
５６６ 号 線

新潟市下木戸二丁
目６番２地先 新潟市下木戸二丁

目６番８５地先新潟市下木戸二丁
目６番７０地先

東 ３ －
５６７ 号 線

新潟市松崎字東５２
３番１地先 新潟市松崎字東５２

３番１地先新潟市松崎字東５２
３番１地先

東 ３ －
５６８ 号 線

新潟市松崎字東５３
６番地先 新潟市松崎字東５３

６番地先新潟市松崎字東４３
７番１地先

東 ４ －
１２３ 号 線

新潟市紫竹六丁目
７２５番２４地先 新潟市紫竹六丁目

７２５番３１地先新潟市紫竹六丁目
７２５番１３地先

東 ４ －
１２４ 号 線

新潟市紫竹六丁目
７２５番３６地先 新潟市紫竹六丁目

７２５番３８地先新潟市紫竹六丁目
７２５番４０地先

北 ２ －
１１２ 号 線

新潟市太郎代字浜
辺２５７９番１地先 新潟市太郎代字浜

辺２６１８番地先新潟市太郎代字浜
辺２５８４番１地先

北 ２ －
１１３ 号 線

新潟市太郎代字浜
辺２６２２番地先 新潟市太郎代字浜

辺２６３５番２地先新潟市太郎代字浜
辺２６１４番地先

北 ８ －
６ ６ 号 線

新潟市新崎字毘沙
門４７０番地先 新潟市新崎字毘沙

門６７４番２地先新潟市新崎字毘沙
門４７２番地先

黒 埼 １ －
４ １ 号 線

新潟市山田字堤付
２３０９番１地先 新潟市山田字堤付

２３０７番３５４地先新潟市山田字堤付
２３０７番１４５地先

黒 埼 １ －
４１６ 号 線

新潟市立仏字腰廻
１０８番２地先 新潟市立仏字川原

１２６６番２地先新潟市山田字中島
３２００番地先

黒 埼 １ －
４１７ 号 線

新潟市山田字中島
３２４０番地先 新潟市山田字中島

３２５２番地先新潟市山田字中島
３２４９番地先

黒 埼 １ －
４１８ 号 線

新潟市山田字中島
３２３８番地先 新潟市山田字中島

３２３４番地先新潟市山田字中島
３２２８番地先

黒 埼 １ －
４１９ 号 線

新潟市山田字中島
３２１３番地先 新潟市山田字中島

３２０９番地先新潟市山田字中島
３２０５番地先

黒 埼 １ －
４２０ 号 線

新潟市鳥原字腰廻
８３０番１地先 新潟市善久字新川

向４５０番１３地先新潟市善久字新川
向４５０番１１地先

黒 埼 ２ －
１５７ 号 線

新潟市鳥原字蓮方
２８０２番１地先 新潟市鳥原字蓮方

２８０２番１地先新潟市鳥原字蓮方
２７８８番１地先

黒 埼 ２ －
１５８ 号 線

新潟市鳥原字荒田
３２２４番１地先 新潟市鳥原字荒田

３２２９番地先新潟市鳥原字荒田
３２４３番１地先

黒 埼 ２ －
１５９ 号 線

新潟市黒鳥字深潟
４３４８番１地先 新潟市鳥原字蓮方

２７６１番３地先新潟市大野町２８０４
番地先

路 線 名
起 点

重要な経過地
終 点

西 南 ３ －
９９４ 号 線

新潟市山崎字下り
１１９８番４地先 新潟市山崎字下り

１１９１番地先新潟市山崎字下り
１１９８番１地先

中 央 ２ －
１０１ 号 線

新潟市白山浦二丁
目６４５番５６地先 新潟市川岸町一丁

目４９番１地先新潟市川岸町一丁
目５７番１地先

東 ３ －
２３９ 号 線

新潟市下山二丁目
５９４番地先 新潟市下山二丁目

３６９番地先新潟市下山二丁目
２３２番地先

東 ３ －
２４３ 号 線

新潟市新川町３０１
番地先 新潟市新川町３０４

番地先新潟市新川町２１番
地先

新潟市告示第３０６号

市道路線の廃止について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第１項の規定に

基づき，次の路線を廃止する。

なお，関係図面は告示の日から２週間新潟市都市整備

局土木部土木総務課において，一般の縦覧に供する。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭
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東 ３ －
２４４ 号 線

新潟市下山一丁目
２４２番２地先 新潟市下山一丁目

２５６番４地先新潟市下山二丁目
４７２番地先

東 ３ －
４８４ 号 線

新潟市下山一丁目
６３番１地先 新潟市下山一丁目

１２７番地先新潟市新川町２９１
番地先

東 ３ －
５００ 号 線

新潟市新川町２２１
番地先 新潟市新川町２７８

番地先新潟市新川町２９９
番地先

黒 埼 １ －
４ １ 号 線

新潟市山田字堤付
２３０７番１３８地先 新潟市山田字堤付

２３０７番３５４地先新潟市山田字堤付
２３０７番１４１地先

路線名 区 間
敷 地 の

幅員（m）延長（m）

西南３－
２８１号線

新潟市山崎字下り１１９８番１
地先から １．８２ ７７．２５新潟市山崎字下り１１９１番地
先まで

西南６－
１８６号線

新潟市新通字仲才１０１番２
地先から ４．４ ２１０．０新潟市新通字仲才２０９番地
先まで

西 １ －
１４９号線

新潟市松海が丘二丁目５８２１
番１３５０地先から ６．０

～１０．１
１２３．０新潟市松海が丘二丁目５８２１

番１３９８地先まで

西 ２ －
２６７号線

新潟市寺尾西三丁目６５１２番
１３地先から ６．０

～１０．２
１６８．３新潟市寺尾西三丁目６５１２番

３０地先まで

西 ２ －
２６８号線

新潟市寺尾西三丁目６５１２番
２９地先から ６．０

～１０．２
１７．９新潟市寺尾西三丁目６５２９番

３地先まで

西 ４ －
１６２号線

新潟市内野町８４７番４地先
から ４．０

～６．１５
１１０．０新潟市内野町８３３番１地先

まで

西 ５ －
２５７号線

新潟市寺尾朝日通１１５番２
地先から ６．０

～１０．５
７９．０新潟市寺尾朝日通１１５番３８

地先まで

西 ５ －
２５８号線

新潟市寺尾朝日通１１５番２７
地先から ６．０

～１０．２
６５．２新潟市寺尾朝日通１１５番３１

地先まで

西 ５ －
２５９号線

新潟市小針三丁目８５５番地
先から ５．２７

～１１．４
７５．５新潟市小針三丁目８４９番地

先まで

西 ５ －
２６０号線

新潟市小針一丁目９７８番１
地先から ５．１９

～８．７４
６１．０新潟市小針一丁目９７１番１

地先まで

西 ５ －
２６１号線

新潟市小針一丁目９７１番８
地先から ６．０

～１０．２６
３２．０新潟市小針一丁目９７１番７

地先まで

中央２－
１０１号線

新潟市白山浦二丁目６４５番
５６地先から ３．０

～１２．５
７５８．９新潟市一番堀通町６０１７番８

地先まで

南 １ －
１３８号線

新潟市日の出二丁目１６番１１
０地先から ６．０

～１０．２
３３９．２新潟市日の出二丁目１６番８６

地先まで

南 １ －
１３９号線

新潟市日の出二丁目１６番１３
０地先から ６．０

～１０．２
１５１．７新潟市日の出二丁目１６番１２

０地先まで

南 １ －
１４０号線

新潟市日の出二丁目１６番９５
地先から ６．０

～１０．２
１４８．１新潟市日の出二丁目１６番９２

地先まで

南 １ －
１４１号線

新潟市日の出二丁目１６番８１
地先から ６．０

～１０．２
１７２．５新潟市日の出二丁目１６番７３

地先まで

南 １ －
１４２号線

新潟市日の出二丁目１６番８５
地先から ６．０

～１０．２
１２２．７新潟市日の出二丁目１６番８２

地先まで

南 ３ －
１１２号線

新潟市上所上一丁目１２２番
地先から ４．４６

～７．８
９１．０新潟市上所上一丁目１２０番

地先まで

南 ３ －
１１３号線

新潟市上所三丁目７８３番１
地先から ６．０

～１０．２
１１４．９新潟市上所三丁目２９９番地

先まで

南 ４ －
１１３号線

新潟市女池字上山４１５番２０
地先から ６．０

～１０．３
７４．６新潟市女池字上山４１５番１４

地先まで

南 ４ －
１１４号線

新潟市女池四丁目７３５番４
地先から ６．０

～１０．２
１９５．９新潟市女池四丁目７３５番１３

地先まで

南 ４ －
１１５号線

新潟市女池三丁目１０９４番１１
地先から ６．０

～１３．２
１２９．８新潟市女池三丁目１０９４番２５

地先まで

南 ６ －
１８８号線

新潟市紫竹山四丁目５１６番
１地先から ５．４５ ４０．０新潟市紫竹山四丁目５１５番
２地先まで

南 ７ －
３５４号線

新潟市長潟字本村前１５２番
１地先から ４．９ ２６０．０新潟市長潟字本村前１４２番
１地先まで

東 １ －
１８６号線

新潟市浜谷町一丁目２６４番
１０地先から ６．０

～１０．３５
１８４．０新潟市浜谷町一丁目２７１番

７地先まで

東 １ －
１８７号線

新潟市浜谷町一丁目２６８番
４地先から ４．０

～８．２３
３６．０新潟市浜谷町一丁目２６８番

１５地先まで

東 ２ －
１０５号線

新潟市秋葉一丁目６３番３２地
先から ６．０

～１０．２
２３２．０新潟市秋葉一丁目６３番３０地

先まで

新潟市告示第３０７号

市道区域の決定について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に

基づき，市道区域を次のように決定する。

なお，関係図面は告示の日から２週間新潟市都市整備

局土木部土木総務課において，一般の縦覧に供する。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭
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東 ２ －
１０６号線

新潟市秋葉一丁目６３番２地
先から ６．０

～８．１
１８７．５新潟市秋葉一丁目６３番３０地

先まで

東 ２ －
１０７号線

新潟市秋葉一丁目６３番５６地
先から ６．０

～１０．８
１３１．８新潟市秋葉一丁目６３番４５地

先まで

東 ２ －
１０８号線

新潟市秋葉一丁目６３番８２地
先から ６．０

～１０．２
１５．３新潟市秋葉一丁目６３番８２地

先まで

東 ２ －
１０９号線

新潟市秋葉一丁目４０番２地
先から ４．０

～６．４
４３．６新潟市秋葉一丁目６３番２地

先まで

東 ２ －
１１０号線

新潟市秋葉一丁目６３番９１地
先から ６．０ ６５．５新潟市秋葉一丁目６３番９５地
先まで

東 ３ －
２３９号線

新潟市下山二丁目５９４番地
先から ７．５

～１６．０
５７０．０新潟市下山二丁目５０３番２

地先まで

東 ３ －
２４３号線

新潟市新川町２０番１地先か
ら ７．０

～３７．０
３５．０新潟市新川町２１番１地先ま

で

東 ３ －
２４４号線

新潟市下山二丁目４５０番１
地先から ２．５

～３．５
４７．０新潟市下山二丁目４６０番地

先まで

東 ３ －
５００号線

新潟市新川町２２１番地先か
ら ５．４

～６．０
３９２．０新潟市新川町２９０番１地先

まで

東 ３ －
５６４号線

新潟市下山二丁目３３４番１
地先から ６．０

～１６．０
２５０．０

新潟市新川町２２番地先まで

東 ３ －
５６５号線

新潟市下山一丁目２４２番１
地先から ６．０

～３０．６
２４５．４新潟市下山一丁目５２０番１

地先まで

東 ３ －
５６６号線

新潟市下木戸二丁目６番２
地先から ４．０

～７．１３
１７３．０新潟市下木戸二丁目６番７０

地先まで

東 ３ －
５６７号線

新潟市松崎字東５２３番１地
先から １１．０

～２５．０
３５．０新潟市松崎字東５２３番１地

先まで

東 ３ －
５６８号線

新潟市松崎字東５３６番地先
から ６．０

～１０．２
７４．３新潟市松崎字東４３７番１地

先まで

北 ２ －
１１２号線

新潟市太郎代字浜辺２５７９番
１地先から ４．０ １９４．５新潟市太郎代字浜辺２５８４番
１地先まで

北 ２ －
１１３号線

新潟市太郎代字浜辺２６２２番
地先から ４．０ １９２．０新潟市太郎代字浜辺２６１４番
地先まで

北 ８ －
６６号 線

新潟市新崎字毘沙門４７０番
地先から ５．７７

～５．８４
１００．０新潟市新崎字毘沙門４７２番

地先まで

黒埼１－
４１号 線

新潟市山田字堤付２３０９番１
地先から ７．８

～１６．０
３２３．０新潟市山田字堤付２３０７番１４

５地先まで

黒埼１－
４２０号線

新潟市鳥原字腰廻８３０番１
地先から ６．０

～１１．１
１００．９新潟市善久字新川向４５０番

１１地先まで

路 線 名 区 間 供用開始
年 月 日

西 南 ３ －
２８１号 線

新潟市山崎字下り１１９８番１地先から
新潟市山崎字下り１１９１番地先まで

平成１５年
１０月１日

西 南 ６ －
１８６号 線

新潟市新通字仲才１０１番２地先から
新潟市新通字仲才２０９番地先まで

西 １ －
１４９号 線

新潟市松海が丘二丁目５８２１番１３５０地先から
新潟市松海が丘二丁目５８２１番１３９８地先まで

西 ２ －
２６７号 線

新潟市寺尾西三丁目６５１２番１３地先から
新潟市寺尾西三丁目６５１２番３０地先まで

西 ２ －
２６８号 線

新潟市寺尾西三丁目６５１２番２９地先から
新潟市寺尾西三丁目６５２９番３地先まで

西 ４ －
１６２号 線

新潟市内野町８４７番４地先から
新潟市内野町８３３番１地先まで

西 ５ －
２５７号 線

新潟市寺尾朝日通１１５番２地先から
新潟市寺尾朝日通１１５番３８地先まで

西 ５ －
２５８号 線

新潟市寺尾朝日通１１５番２７地先から
新潟市寺尾朝日通１１５番３１地先まで

西 ５ －
２５９号 線

新潟市小針三丁目８５５番地先から
新潟市小針三丁目８４９番地先まで

西 ５ －
２６０号 線

新潟市小針一丁目９７８番１地先から
新潟市小針一丁目９７１番１地先まで

西 ５ －
２６１号 線

新潟市小針一丁目９７１番８地先から
新潟市小針一丁目９７１番７地先まで

中 央 ２ －
１０１号 線

新潟市白山浦二丁目６４５番５６地先から
新潟市一番堀通町６０１７番８地先まで

南 １ －
１３８号 線

新潟市日の出二丁目１６番１１０地先から
新潟市日の出二丁目１６番８６地先まで

南 １ －
１３９号 線

新潟市日の出二丁目１６番１３０地先から
新潟市日の出二丁目１６番１２０地先まで

南 １ －
１４０号 線

新潟市日の出二丁目１６番９５地先から
新潟市日の出二丁目１６番９２地先まで

南 １ －
１４１号 線

新潟市日の出二丁目１６番８１地先から
新潟市日の出二丁目１６番７３地先まで

南 １ －
１４２号 線

新潟市日の出二丁目１６番８５地先から
新潟市日の出二丁目１６番８２地先まで

南 ３ －
１１２号 線

新潟市上所上一丁目１２２番地先から
新潟市上所上一丁目１２０番地先まで

南 ３ －
１１３号 線

新潟市上所三丁目７８３番１地先から
新潟市上所三丁目２９９番地先まで

南 ４ －
１１３号 線

新潟市女池字上山４１５番２０地先から
新潟市女池字上山４１５番１４地先まで

南 ４ －
１１４号 線

新潟市女池四丁目７３５番４地先から
新潟市女池四丁目７３５番１３地先まで

南 ４ －
１１５号 線

新潟市女池三丁目１０９４番１１地先から
新潟市女池三丁目１０９４番２５地先まで

南 ６ －
１８８号 線

新潟市紫竹山四丁目５１６番１地先から
新潟市紫竹山四丁目５１５番２地先まで

南 ７ －
３５４号 線

新潟市長潟字本村前１５２番１地先から
新潟市長潟字本村前１４２番１地先まで

東 １ －
１８６号 線

新潟市浜谷町一丁目２６４番１０地先から
新潟市浜谷町一丁目２７１番７地先まで

東 １ －
１８７号 線

新潟市浜谷町一丁目２６８番４地先から
新潟市浜谷町一丁目２６８番１５地先まで

新潟市告示第３０８号

市道路線の供用開始について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に

基づき，次の市道路線の供用を開始する。

なお，関係図面は告示の日から２週間新潟市都市整備

局土木部土木総務課において，一般の縦覧に供する。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭
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東 ２ －
１０５号 線

新潟市秋葉一丁目６３番３２地先から
新潟市秋葉一丁目６３番３０地先まで

東 ２ －
１０６号 線

新潟市秋葉一丁目６３番２地先から
新潟市秋葉一丁目６３番３０地先まで

東 ２ －
１０７号 線

新潟市秋葉一丁目６３番５６地先から
新潟市秋葉一丁目６３番４５地先まで

東 ２ －
１０８号 線

新潟市秋葉一丁目６３番８２地先から
新潟市秋葉一丁目６３番８２地先まで

東 ２ －
１０９号 線

新潟市秋葉一丁目４０番２地先から
新潟市秋葉一丁目６３番２地先まで

東 ２ －
１１０号 線

新潟市秋葉一丁目６３番９１地先から
新潟市秋葉一丁目６３番９５地先まで

東 ３ －
２３９号 線

新潟市下山二丁目５９４番地先から
新潟市下山二丁目５０３番２地先まで

東 ３ －
２４３号 線

新潟市新川町２０番１地先から
新潟市新川町２１番１地先まで

東 ３ －
２４４号 線

新潟市下山二丁目４５０番１地先から
新潟市下山二丁目４６０番地先まで

東 ３ －
５６４号 線

新潟市下山二丁目３３４番１地先から
新潟市新川町２２番地先まで

東 ３ －
５６５号 線

新潟市下山一丁目２４２番１地先から
新潟市下山一丁目５２０番１地先まで

東 ３ －
５６６号 線

新潟市下木戸二丁目６番２地先から
新潟市下木戸二丁目６番７０地先まで

東 ３ －
５６７号 線

新潟市松崎字東５２３番１地先から
新潟市松崎字東５２３番１地先まで

東 ３ －
５６８号 線

新潟市松崎字東５３６番地先から
新潟市松崎字東４３７番１地先まで

北 ２ －
１１２号 線

新潟市太郎代字浜辺２５７９番１地先から
新潟市太郎代字浜辺２５８４番１地先まで

北 ２ －
１１３号 線

新潟市太郎代字浜辺２６２２番地先から
新潟市太郎代字浜辺２６１４番地先まで

北 ８ －
６６ 号 線

新潟市新崎字毘沙門４７０番地先から
新潟市新崎字毘沙門４７２番地先まで

黒 埼 １ －
４１ 号 線

新潟市山田字堤付２３０９番１地先から
新潟市山田字堤付２３０７番１４５地先まで

黒 埼 １ －
４２０号 線

新潟市鳥原字腰廻８３０番１地先から
新潟市善久字新川向４５０番１１地先まで

路 線 名 区 間 一部 供 用
開始年月日

東 ３ －
５００号 線

新潟市新川町２２１番地先から
新潟市新川町２８番１地先まで

平成１５年
１０月１日

新路線名 旧路線名
起 点 地 番

終 点 地 番

西南３－
２７８号線

西南４－
１ 号 線

新潟市木山字屋敷裏４１０番戌地先から

新潟市木山字下ノ藪５１８番１地先まで

西南３－
２７９号線

西南４－
２ 号 線

新潟市木山字屋敷裏５９５番地先から

新潟市木山字屋敷裏５９７番１地先まで

路線名 区 間
前
後
別

変

更

敷 地 の

幅員（m）延長（m）

南 ２ －
９４号 線

新潟市笹口一丁目１７番２
４地先から 前 ６．１

～６．２ ２．９

新潟市笹口一丁目１７番２
４地先まで 後 ２０．２

～２１．３ ２．９

路 線 名 区 間 供用開始
年 月 日

南 ２ －
９４ 号 線

新潟市笹口一丁目１７番２４地先から
新潟市笹口一丁目１７番２４地先まで

平成１５年
１０月１日

東 ２ －
８１ 号 線

新潟市秋葉一丁目５５番４地先から
新潟市秋葉一丁目１番２８７地先まで

名 称 所 在 地 指定年月日

鈴 木 歯 科 医 院
新潟市鐙２－１４－２３
－１

平成１５年
１月１日

新潟市告示第３０９号

市道路線の一部供用開始について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に

基づき，次の市道路線の一部供用を開始する。

なお，関係図面は告示の日から２週間新潟市都市整備

局土木部土木総務課において，一般の縦覧に供する。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３１０号

市道路線の名称変更について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に

基づき認定した市道路線の路線名を次のとおり変更す

る。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３１１号

市道区域の変更について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に

基づき，市道区域を次のように変更する。

なお，関係図面は告示の日から２週間新潟市都市整備

局土木部土木総務課において，一般の縦覧に供する。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３１２号

市道路線の供用開始について

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に

基づき，次の市道路線の供用を開始する。

なお，関係図面は告示の日から２週間新潟市都市整備

局土木部土木総務課において，一般の縦覧に供する。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３１３号

生活保護法による医療機関の指定申請について

（告示）

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条（第５５条に

おいて準用する同法第４９条）の規定により，指定医療機

関等を指定し次のとおり告示する。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭
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名 称 所 在 地 指定年月日

鈴 木 歯 科 医 院
新潟市鐙２－１４－２３
－１

平成１５年
１月１日

万 代 平 成
ク リ ニ ッ ク

新潟市万代１丁目３番１号
万代シネモール６F

平成１５年
９月１日

島 見 町 歯 科
ク リ ニ ッ ク

新潟市島見町３８３３－
５１

平成１５年
７月１日

（医）岡田歯科医院
新潟市北葉町１３－４ 平成１５年

７月１６日

ま つ ぞ の
調 剤 薬 局

新潟市松園１丁目１
番２１号

平成１５年
９月１日

江 口 歯 科 医 院
新潟市西堀前通２番町
７０９番地 白柳ビル２階

平成１５年
８月３１日

脳 神 経 ・ 内 科
も て ぎ 医 院

新潟市松園１丁目９
番５６号

平成１５年
９月１日

名 称 所 在 地 廃止年月日

（医）岡田歯科医院
新潟市北葉町１３－４ 平成１５年

７月１６日

田 中 薬 局
新潟市営所１番町
３１９

平成１５年
７月３１日

医 療 法 人 社 団
江 口 歯 科 医 院

新潟市西堀前通２番町
７０９番地 白柳ビル２階

平成１５年
８月３１日

新潟市告示第３１４号

生活保護法による医療機関の廃止届について

（告示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，指定医療機関等から廃止した旨

の届出があったことを次のとおり告示する。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３１５号

決算の要領について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第６項の規

定により平成１４年度新潟市企業会計の決算の要領を次の

とおり告示します。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭
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支
出 区

分

予
算

額

決
算
額

地
方
公
営

企
業
法
第

２６
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る
繰

越
額

不
用
額

備
考

当
初
予
算
額
補
正
予
算
額
予
備

費
支

出
額

流
用

増
減
額

地
方
公
営
企

業
法
第２
４条

第
３
項
の
規

定
に
よ
る
支

出
額

小
計

地
方
公
営
企

業
法
第２
６条

第
２
項
の
規

定
に
よ
る
繰

越
額

合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円

第
１
款

市
民
病
院
事
業
費
用

１５
，０６
３，
５４
６，
００
０
△
２６
，８１
４，
００
０

１５
，０３
６，
７３
２，
００
０

１５
，０３
６，
７３
２，
００
０
１４
，８０
６，
５１
８，
４７
１

２３
０，
２１
３，
５２
９（
う
ち
，仮
払
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
２８
４，
０６
９，
５７
６円
）

第
１
項

医
業

費
用

１４
，６７
８，
８３
９，
００
０
△
２５
，４２
８，
００
０

△１
５，
７７
２，
００
０

１４
，６３
７，
６３
９，
００
０

１４
，６３
７，
６３
９，
００
０
１４
，４１
６，
４９
５，
３１
７

２２
１，
１４
３，
６８
３（
う
ち
，仮
払
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
２８
３，
３６
６，
１０
１円
）

第
２
項

医
業
外
費
用

２０
９，
３２
６，
００
０

２０
９，
３２
６，
００
０

２０
９，
３２
６，
００
０

２０
２，
７０
０，
９２
９

６，
６２
５，
０７
１

第
３
項

附
帯
事
業
費
用

８５
，２８
１，
００
０
△

１，
３８
６，
００
０

８３
，８９
５，
００
０

８３
，８９
５，
００
０

８２
，４５
０，
３０
２

１，
４４
４，
６９
８（
う
ち
，仮
払
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

５６
０，
１５
３円
）

第
４
項

特
別

損
失

８９
，１０
０，
００
０

１５
，７７
２，
００
０

１０
４，
８７
２，
００
０

１０
４，
８７
２，
００
０

１０
４，
８７
１，
９２
３

７７
（
う
ち
，仮
払
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

１４
３，
３２
２円
）

第
５
項

予
備

費
１，
００
０，
００
０

１，
００
０，
００
０

１，
００
０，
００
０

０
１，
００
０，
００
０

第
２
款

大
山
台
診
療
所
事
業
費
用

２１
７，
０５
１，
００
０
△

２，
７２
１，
００
０

２１
４，
３３
０，
００
０

２１
４，
３３
０，
００
０

２０
２，
４９
１，
７２
９

１１
，８３
８，
２７
１（
う
ち
，仮
払
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
２，
８８
５，
３７
３円
）

第
１
項

医
業

費
用

２０
６，
８９
０，
００
０
△

２，
７２
１，
００
０

２０
４，
１６
９，
００
０

２０
４，
１６
９，
００
０

１９
２，
９２
９，
４４
０

１１
，２３
９，
５６
０（
う
ち
，仮
払
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
２，
８８
５，
３７
３円
）

第
２
項

医
業
外
費
用

９，
５６
０，
００
０

９，
５６
０，
００
０

９，
５６
０，
００
０

９，
５５
９，
５１
７

４８
３

第
３
項

特
別

損
失

３０
１，
００
０

３０
１，
００
０

３０
１，
００
０

２，
７７
２

２９
８，
２２
８

第
４
項

予
備

費
３０
０，
００
０

３０
０，
００
０

３０
０，
００
０

０
３０
０，
００
０

Ⅰ
平
成
１４
年
度
新
潟
市
病
院
事
業
決
算
報
告
書

１
．
収
益
的
収
入
及
び
支
出

収
入

区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

備
考

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

地
方
公
営
企
業
法
第２
４条

第
３
項
の
規
定
に
よ
る
支

出
額
に
係
る
財
源
充
当
額

合
計

円
円

円
円

円
円

第
１
款

市
民
病
院
事
業
収
益
１５
，０
６３
，５
４６
，０
００

△
２６
，８
１４
，０
００

１５
，０
３６
，７
３２
，０
００
１４
，７
７９
，５
０２
，８
１３

△
２５
７
，２
２９
，１
８７
（
う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
１６
，３
６５
，６
０５
円
）

第
１
項

医
業

収
益
１３
，５
２３
，８
６３
，０
００

△
１６
１
，４
５８
，０
００

１３
，３
６２
，４
０５
，０
００
１３
，１
４８
，３
９３
，９
４０

△
２１
４
，０
１１
，０
６０
（
う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
１０
，６
５４
，３
７０
円
）

第
２
項

医
業
外
収
益

１
，４
３２
，４
０２
，０
００

１３
６
，０
３０
，０
００

１
，５
６８
，４
３２
，０
００

１
，５
２９
，０
９３
，５
３４

△
３９
，３
３８
，４
６６
（
う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
５
，６
８９
，１
５３
円
）

第
３
項

附
帯
事
業
収
益

８５
，２
８１
，０
００

△
１
，３
８６
，０
００

８３
，８
９５
，０
００

８２
，４
５０
，３
０２

△
１
，４
４４
，６
９８
（
う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

２６
２
円
）

第
４
項

特
別

利
益

２２
，０
００
，０
００

２２
，０
００
，０
００

１９
，５
６５
，０
３７

△
２
，４
３４
，９
６３
（
う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

２１
，８
２０
円
）

第
２
款

大
山
台
診
療
所
事
業
収
益

２１
７
，０
５１
，０
００

△
２
，７
２１
，０
００

２１
４
，３
３０
，０
００

２０
２
，４
９１
，７
２９

△
１１
，８
３８
，２
７１
（
う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

３２
９
，６
１０
円
）

第
１
項

医
業

収
益

１２
１
，４
８５
，０
００

１２
１
，４
８５
，０
００

１０
４
，１
６５
，５
６０

△
１７
，３
１９
，４
４０
（
う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

３２
５
，６
１８
円
）

第
２
項

医
業
外
収
益

９５
，２
６５
，０
００

△
２
，７
２１
，０
００

９２
，５
４４
，０
００

９８
，２
８０
，３
５１

５
，７
３６
，３
５１
（
う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

３
，９
９２
円
）

第
３
項

特
別

利
益

３０
１
，０
００

３０
１
，０
００

４５
，８
１８

△
２５
５
，１
８２
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２
．
資
本
的
収
入
及
び
支
出

収
入

区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

備
考

当
初
予
算
額
補
正
予
算
額
小

計

地
方
公
営
企
業

法
第
２６
条
の
規

定
に
よ
る
繰
越

額
に
係
る
財
源

充
当
額

継
続
費
逓
次
繰

越
額
に
係
る
財

源
充
当
額

合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

市
民
病
院
資
本
的
収
入

６１
４
，１
３９
，０
００

３１
，３
８２
，０
００

６４
５
，５
２１
，０
００

６４
５
，５
２１
，０
００

６３
７
，４
０９
，９
３０

△
８
，１
１１
，０
７０

第
１
項

企
業

債
１９
８
，１
００
，０
００

１９
８
，１
００
，０
００

１９
８
，１
００
，０
００

１９
９
，２
０２
，０
００

１
，１
０２
，０
００

第
２
項

補
助

金
８
，７
２０
，０
００

８
，７
２０
，０
００

８
，７
２０
，０
００

２
，１
４７
，２
５０

△
６
，５
７２
，７
５０

第
３
項

負
担
金
交
付
金

４０
７
，３
１９
，０
００

３１
，３
８２
，０
００

４３
８
，７
０１
，０
００

４３
８
，７
０１
，０
００

４３
４
，０
０８
，６
８０

△
４
，６
９２
，３
２０

第
４
項

貸
付
金
返
還
金

０
０

０
２
，０
５２
，０
００

２
，０
５２
，０
００

第
２
款

大
山
台
診
療
所
資
本
的
収
入

１６
，２
０８
，０
００

１６
，２
０８
，０
００

１６
，２
０８
，０
００

１５
，１
０５
，２
７９

△
１
，１
０２
，７
２１

第
１
項

企
業

債
１
，９
００
，０
００

１
，９
００
，０
００

１
，９
００
，０
００

７９
８
，０
００

△
１
，１
０２
，０
００

第
２
項

負
担
金
交
付
金

１４
，３
０８
，０
００

１４
，３
０８
，０
００

１４
，３
０８
，０
００

１４
，３
０７
，２
７９

△
７２
１

支
出

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

備
考

当
初
予
算
額
補
正
予
算
額
流
用

増
減

額
小

計

地
方
公
営

企
業
法
第

２６
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

合
計

地
方
公
営

企
業
法
第

２６
条
の
規

定
に
よ
る

繰
越
額

継
続
費

逓
次
繰

越
額

合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

市
民
病
院
資
本
的
支
出
８７
８
，０
５６
，０
００

５７
，４
３３
，０
００

９３
５
，４
８９
，０
００

９３
５
，４
８９
，０
００
９２
２
，１
５４
，３
７９

９０
０
，０
００
９０
０
，０
００
１２
，４
３４
，６
２１
（
う
ち
，仮
払
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
１９
，１６
３，
７８
４円
）

第
１
項

建
設
改
良
費
４５
１
，８
４５
，０
００

４１
，４
４５
，０
００

４９
３
，２
９０
，０
００

４９
３
，２
９０
，０
００
４８
０
，３
８８
，１
９８

９０
０
，０
００
９０
０
，０
００
１２
，０
０１
，８
０２
（
う
ち
，仮
払
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
１９
，１６
３，
７８
４円
）

第
２
項

企
業
債
償
還
金
４２
３
，９
０７
，０
００

１５
，９
８８
，０
００

４３
９
，８
９５
，０
００

４３
９
，８
９５
，０
００
４３
９
，８
９４
，１
８１

８１
９

第
３
項

貸
付

金
２
，３
０４
，０
００

２
，３
０４
，０
００

２
，３
０４
，０
００

１
，８
７２
，０
００

４３
２
，０
００

第
２
款

大
山
台
診
療
所
資
本
的
支
出

１６
，２
０８
，０
００

１６
，２
０８
，０
００

１６
，２
０８
，０
００

１５
，１
０５
，２
７９

１
，１
０２
，７
２１
（
う
ち
，仮
払
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

３８
，００
０円
）

第
１
項

建
設
改
良
費

１
，９
００
，０
００

１
，９
００
，０
００

１
，９
００
，０
００

７９
８
，０
００

１
，１
０２
，０
００
（
う
ち
，仮
払
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

３８
，００
０円
）

第
２
項

企
業
債
償
還
金

１４
，３
０８
，０
００

１４
，３
０８
，０
００

１４
，３
０８
，０
００

１４
，３
０７
，２
７９

７２
１

資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
２８
４
，７
４４
，４
４９
円
は
当
年
度
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
４７
３
，４
５１
円
及
び
過
年
度
損
益
勘
定
留
保
資
金
２８
４
，２
７０
，９
９８
円
で
補
て
ん
し

た
。
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Ⅰ
平
成
１４
年
度
新
潟
市
水
道
事
業
決
算
報
告
書

１
．
収
益
的
収
入
及
び
支
出

収
入

区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

備
考

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
計

地
方
公
営
企
業

法
第
２４
条
第
３

項
の
規
定
に
よ

る
支
出
額
に
係

る
財
源
充
当
額

継
続
費
逓

次
繰
越
額

に
係
る
財

源
充
当
額

合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

事
業

収
益
１２
，５
５２
，５
３７
，０
００

０
１２
，５
５２
，５
３７
，０
００

０
０
１２
，５
５２
，５
３７
，０
００
１２
，４
８２
，４
８２
，２
０３

△
７０
，０
５４
，７
９７

第
１
項

営
業

収
益
１２
，２
０３
，４
７１
，０
００

０
１２
，２
０３
，４
７１
，０
００

０
０
１２
，２
０３
，４
７１
，０
００
１２
，０
３２
，４
５８
，３
３２

△
１７
１
，０
１２
，６
６８
（う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
５２
１，
０３
７，
３６
０円
）

第
２
項

営
業
外
収
益

３４
９
，０
６４
，０
００

０
３４
９
，０
６４
，０
００

０
０

３４
９
，０
６４
，０
００

４０
０
，４
９９
，３
５０

５１
，４
３５
，３
５０
（う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
１２
，０５
０，
２７
４円
）

第
３
項

特
別

利
益

２
，０
００

０
２
，０
００

０
０

２
，０
００

４９
，５
２４
，５
２１

４９
，５
２２
，５
２１
（う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

２３
，９６
９円
）

支
出

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

備
考

当
初
予
算
額
補
正
予
算
額
予
備

費
支

出
額
流
用
増
減
額

地
方
公
営

企
業
法
第

２４
条
第
３

項
の
規
定

に
よ
る
支

出
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

２６
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る
繰

越
額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

合
計

地
方
公
営

企
業
法
第

２６
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る
繰

越
額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

事
業

費
１０
，１５
４，
８５
２，
００
０
△
３５
，６５
８，
００
０

０
０

０
１０
，１１
９，
１９
４，
００
０
４０
，１６
９，８
１１

０
１０
，１５
９，
３６
３，
８１
１
９，
９１
０，
５８
２，
３５
２

０
０

０
２４
８，
７８
１，
４５
９

第
１
項

営
業

費
用

８，
８６
２，
９９
２，
００
０
△
４９
，００
４，
００
０

０
△
１１
，５９
７，
６７
３

０
８，
８０
２，
３９
０，
３２
７
４０
，１６
９，８
１１

０
８，
８４
２，
５６
０，
１３
８
８，
５９
１，
８０
４，
０５
２

０
０

０
２５
０，
７５
６，
０８
６（
うち
，仮払

消費
税及
び

地
方
消
費
税１８
６，５
０４，
６７５
円）

第
２
項

営
業
外
費
用

１，
２７
９，
２８
７，
００
０

１３
，３４
６，
００
０

０
１１
，５９
７，
６７
３

０
１，
３０
４，
２３
０，
６７
３

０
０
１，
３０
４，
２３
０，
６７
３
１，
３０
４，
２０
４，
４６
０

０
０

０
２６
，２１
３

第
３
項

特
別

損
失

７，
５７
３，
００
０

０
０

０
０

７，
５７
３，
００
０

０
０

７，
５７
３，
００
０

１４
，５７
３，
８４
０

０
０

０
△
７，
００
０，
８４
０（
うち
，仮払

消費
税及
び

地
方
消
費
税
４５９
，８１
４円
）

第
４
項

予
備

費
５，
００
０，
００
０

０
０

０
０

５，
００
０，
００
０

０
０

５，
００
０，
００
０

０
０

０
０

５，
００
０，
００
０
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２
．
資
本
的
収
入
及
び
支
出

収
入

区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

備
考

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
計

地
方
公
営
企
業

法
第
２６
条
の
規

定
に
よ
る
繰
越

額
に
係
る
財
源

充
当
額

継
続
費
逓

次
繰
越
額

に
係
る
財

源
充
当
額

合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

資
本

的
収

入
３
，３
６７
，９
５０
，０
００

３６
１
，６
３５
，０
００

３
，７
２９
，５
８５
，０
００

０
０
３
，７
２９
，５
８５
，０
００

３
，６
８４
，８
９６
，０
６７

△
４４
，６
８８
，９
３３

第
１
項

企
業

債
３
，０
３３
，０
００
，０
００

０
３
，０
３３
，０
００
，０
００

０
０
３
，０
３３
，０
００
，０
００

２
，９
６４
，０
００
，０
００

△
６９
，０
００
，０
００

第
２
項

国
庫
補
助
金

１０
８
，６
６１
，０
００

３
，６
３５
，０
００

１１
２
，２
９６
，０
００

０
０

１１
２
，２
９６
，０
００

１１
９
，１
３３
，６
００

６
，８
３７
，６
００

第
３
項

固
定
資
産
売
却
代
金

７
，０
００

０
７
，０
００

０
０

７
，０
００

４７
，６
３１
，６
４２

４７
，６
２４
，６
４２
（
うち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
８３
９，
５７
０円
）

第
４
項

消
火
栓
設
置
負
担
金

６２
，０
５９
，０
００

０
６２
，０
５９
，０
００

０
０

６２
，０
５９
，０
００

３５
，９
５４
，４
１５

△
２６
，１
０４
，５
８５

第
５
項

補
償

金
１６
２
，１
７６
，０
００

０
１６
２
，１
７６
，０
００

０
０

１６
２
，１
７６
，０
００

１８
２
，７
８８
，５
５３

２０
，６
１２
，５
５３

第
６
項

共
同
施
設
改
良
負
担
金

２
，０
４７
，０
００

０
２
，０
４７
，０
００

０
０

２
，０
４７
，０
００

１
，３
８７
，８
５７

△
６５
９
，１
４３
（
うち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

６６
，０８
８円
）

第
７
項

出
資

金
０

３５
８
，０
００
，０
００

３５
８
，０
００
，０
００

０
０

３５
８
，０
００
，０
００

３３
４
，０
００
，０
００

△
２４
，０
００
，０
００

支
出

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

備
考

当
初
予
算
額
補
正
予
算
額
予
備

費
支

出
額

流
用

増
減

額

地
方
公
営
企

業
法
第
２６
条

の
規
定
に
よ

る
繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額

合
計

地
方
公
営
企

業
法
第２
６条

の
規
定
に
よ

る
繰
越
額

継
続
費
逓
次

繰
越

額
合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

資
本

的
支

出
７，
６４
１，
５５
９，
００
０

３，
０１
６，
００
０

０
０

５９
，３３
８，
０６
７

５，
０７
０，
９７
０
７，
７０
８，
９８
４，
０３
７
７，
３２
４，
７１
０，
０３
８
２７
，６２
６，
６２
６
１０
２，
９６
３，
８２
１
１３
０，
５９
０，
４４
７
２５
３，
６８
３，
５５
２

第
１
項

建
設
改
良
費

６，
４８
０，
６９
８，
００
０
△
２７
７，
９８
４，
００
０

０
０

５９
，３３
８，
０６
７

５，
０７
０，
９７
０
６，
２６
７，
１２
３，
０３
７
５，
８８
２，
８４
９，
７２
８
２７
，６２
６，
６２
６
１０
２，
９６
３，
８２
１
１３
０，
５９
０，
４４
７
２５
３，
６８
２，
８６
２
（う

ち，
仮払

消費
税及

び
地方

消費
税
２６３
，１１２
，３０１
円）

第
２
項

企
業
債
償
還
金

１，
１６
０，
８６
１，
００
０

０
０

０
０

０
１，
１６
０，
８６
１，
００
０
１，
１６
０，
８６
０，
３１
０

０
０

０
６９
０

第
３
項

投
資

０
２８
１，
００
０，
００
０

０
０

０
０

２８
１，
００
０，
００
０

２８
１，
００
０，
００
０

０
０

０
０

資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
不
足
す
る
額
３
，６
３９
，８
１３
，９
７１
円
は
，
当
年
度
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
２６
２
，２
０６
，６
４３
円
，
当
年
度
損
益
勘
定
留
保
資
金
２
，１
８２
，４
８３
，４
９９
円
，
減

債
積
立
金
１０
７
，９
４２
，０
００
円
，
建
設
改
良
積
立
金
１
，０
８７
，１
８１
，８
２９
円
で
補
て
ん
し
た
。
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Ⅰ
平
成
１４
年
度
新
潟
市
ガ
ス
事
業
決
算
報
告
書

１
．
収
益
的
収
入
及
び
支
出

収
入

区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

備
考

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
計

地
方
公
営
企
業

法
第
２４
条
第
３

項
の
規
定
に
よ

る
支
出
額
に
係

る
財
源
充
当
額

継
続
費
逓

次
繰
越
額

に
係
る
財

源
充
当
額

合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

ガ
ス
事
業
収
益

８８
９
，１
３５
，０
００

０
８８
９
，１
３５
，０
００

０
０

８８
９
，１
３５
，０
００

９２
６
，４
４０
，５
５４

３７
，３
０５
，５
５４
（
うち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
４３
，６２
３，
２４
１円
）

第
１
項

製
品

売
上

８１
３
，８
１３
，０
００

０
８１
３
，８
１３
，０
００

０
０

８１
３
，８
１３
，０
００

８６
４
，５
４２
，９
９６

５０
，７
２９
，９
９６
（
うち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
４１
，１１
９，
８２
６円
）

第
２
項

営
業

雑
益

６６
，９
７８
，０
００

０
６６
，９
７８
，０
００

０
０

６６
，９
７８
，０
００

５８
，６
１９
，５
０６

△
８
，３
５８
，４
９４
（
うち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税
２，
５０
２，
０４
４円
）

第
３
項

営
業
外
収
益

８
，３
４２
，０
００

０
８
，３
４２
，０
００

０
０

８
，３
４２
，０
００

３
，２
５１
，５
４６

△
５
，０
９０
，４
５４
（
うち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

１１
６円
）

第
４
項

特
別

利
益

２
，０
００

０
２
，０
００

０
０

２
，０
００

２６
，５
０６

２４
，５
０６
（
うち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

１，
２５
５円
）

支
出

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

備
考

当
初
予
算
額
補
正
予
算
額
予
備

費
支

出
額
流
用
増
減
額

地
方
公
営

企
業
法
第

２４
条
第
３

項
の
規
定

に
よ
る
支

出
額

小
計

地
方
公
営

企
業
法
第

２６
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る
繰

越
額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

合
計

地
方
公
営

企
業
法
第

２６
条
第
２

項
の
規
定

に
よ
る
繰

越
額

継
続

費
逓

次
繰

越
額

合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

ガ
ス
事
業
費
用

８７
，８１
７，
００
０
△１
，２０
２，
００
０

０
０

０
８７
０，
６１
５，
００
０

０
０
８７
０，
６１
５，
００
０
８５
６，
０７
３，
４４
１

０
０

０
１４
，５４
１，
５５
９（
うち
，仮払

消費
税及
び

地
方
消
費
税２８
，９７
６，９
３２
円）

第
１
項

営
業

費
用

７７
４，
０４
１，
００
０
△１
，０７
９，
００
０

０
６４
４，
３４
９

０
７７
３，
６０
６，
３４
９

０
０
７７
３，
６０
６，
３４
９
７６
７，
８９
６，
４５
５

０
０

０
５，
７０
９，
８９
４（
うち
，仮払

消費
税及
び

地
方
消
費
税２６
，３０
７，６
７５
円）

第
２
項

そ
の
他
営
業
費
用

７０
，５９
１，
００
０
△
１２
３，
００
０

０
８３
，６４
４

０
７０
，５５
１，
６４
４

０
０
７０
，５５
１，
６４
４
６２
，２２
６，
８７
６

０
０

０
８，
３２
４，
７６
８（
うち
，仮払

消費
税及
び

地
方
消
費
税２
，６６
５，４
３０
円）

第
３
項

営
業
外
費
用

２７
，０３
４，
００
０

０
０
△
７２
７，
９９
３

０
２６
，３０
６，
００
７

０
０
２６
，３０
６，
００
７
２５
，８５
４，
０１
２

０
０

０
４５
１，
９９
５

第
４
項

特
別

損
失

１５
１，
００
０

０
０

０
０

１５
１，
００
０

０
０

１５
１，
００
０

９６
，０９
８

０
０

０
５４
，９０
２（
うち
，仮払

消費
税及
び

地
方
消
費
税

３，８
２７
円）
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支
出

区
分

予
算

額

決
算
額

翌
年
度
繰
越
額

不
用
額

備
考

当
初
予
算
額
補
正
予
算
額
予
備

費
支

出
額

流
用

増
減

額

地
方
公
営
企

業
法
第
２６
条

の
規
定
に
よ

る
繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額

合
計

地
方
公
営
企

業
法
第
２６
条

の
規
定
に
よ

る
繰
越
額

継
続
費

逓
次

繰
越
額
合

計

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

資
本

的
支

出
６０
２，
０５
４，
００
０
△

２４
４，
００
０

０
０

０
０
６０
１，
８１
０，
００
０
５８
５，
６０
３，
８８
９

０
０

０
１６
，２０
６，
１１
１
（う

ち，
仮払

消費
税及

び
地方

消費
税
２１
，３２
１，９
５７
円）

第
１
項

建
設
改
良
費

５６
０，
９３
５，
００
０
△

２４
４，
００
０

０
０

０
０
５６
０，
６９
１，
００
０
５４
４，
４８
５，
８２
０

０
０

０
１６
，２０
５，
１８
０
（う

ち，
仮払

消費
税及

び
地方

消費
税
２１，
３２１
，９５７
円）

第
２
項

企
業
債
償
還
金

４１
，１１
９，
００
０

０
０

０
０

０
４１
，１１
９，
００
０

４１
，１１
８，
０６
９

０
０

０
９３
１

資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
対
し
て
不
足
す
る
額
２１
３
，７
８２
，９
８４
円
は
，
当
年
度
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
１７
，１
１７
，９
４７
円
，
過
年
度
損
益
勘
定
留
保
資
金
２５
，６
５３
，２
４６
円
，当

年
度
損
益
勘
定
留
保
資
金
１１
７
，１
１４
，１
３１
円
，
減
債
積
立
金
３０
０
，０
００
円
，
建
設
改
良
積
立
金
５３
，５
９７
，６
６０
円
で
補
て
ん
し
た
。

２
．
資
本
的
収
入
及
び
支
出

収
入

区
分

予
算

額

決
算

額
予
算
額
に
比
べ

決
算
額
の
増
減

備
考

当
初
予
算
額

補
正
予
算
額

小
計

地
方
公
営
企
業

法
第
２６
条
の
規

定
に
よ
る
繰
越

額
に
係
る
財
源

充
当
額

継
続
費
逓

次
繰
越
額

に
係
る
財

源
充
当
額

合
計

円
円

円
円

円
円

円
円

第
１
款

資
本

的
収

入
４０
２
，８
９４
，０
００

０
４０
２
，８
９４
，０
００

０
０

４０
２
，８
９４
，０
００

３７
１
，８
２０
，９
０５

△
３１
，０
７３
，０
９５
（
う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

８５
０，
４０
０円
）

第
１
項

企
業

債
２８
１
，０
００
，０
００

△
２８
１
，０
００
，０
００

０
０

０
０

０
０
（
う
ち
，仮
受
消
費
税
及
び

地
方
消
費
税

８５
０，
４０
０円
）

第
２
項

工
事
負
担
金

１２
１
，８
９４
，０
００

０
１２
１
，８
９４
，０
００

０
０

１２
１
，８
９４
，０
００

９０
，８
２０
，９
０５

△
３１
，０
７３
，０
９５

第
３
項

他
会
計
か
ら
の
長
期
借
入
金

０
２８
１
，０
００
，０
００

２８
１
，０
００
，０
００

０
０

２８
１
，０
００
，０
００

２８
１
，０
００
，０
００

０
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平成１４年度新潟市公営企業会計決算審査意見

第１ 審査の対象

平成１４年度新潟市病院事業会計決算

平成１４年度新潟市水道事業会計決算

平成１４年度新潟市ガス事業会計決算

平成１４年度新潟市各事業会計決算に関する証書類，

事業報告書及び政令で定めるその他の書類

第２ 審査の期間

平成１５年６月２日から平成１５年７月３１日

第３ 審査の方法

１ 審査は，各事業会計の決算書類が関係法令に準拠し

て作成されているか否か，並びにその企業の経営成績

及び財政状態を適正に表示しているかどうかを検証す

るとともに，主として年度比較によって事業の推移を

把握し，その経営の内容を分析した。

２ 審査にあたっては，決算書類と会計諸帳簿，証書類

との照合，実地審査及び事業関係者に対する質問等の

方法により行った。

第４ 審査の結果

審査に付された各事業会計の決算書類は，関係法令に

準拠して作成されており，かつ，計数は各企業の経営成

績及び財政状態を適正に表示しているものと認めた。

第５ 所 見

１ 病院事業会計

! 新潟市民病院について

当年度の業務状況については，入院部門は一般病

床７０６床，感染症病床１８床の計７２４床で，外来部門は月

曜日から金曜日までの週５日制で，それぞれ業務を

行った。

また，建設改良工事として東・西病棟外壁改修工

事や東病棟給湯管改修工事等を行うとともに，医療

機器等の整備については，超音波診断装置の増設や

耳鼻科用手術顕微鏡システムの更新等を行った。高

度医療機器である心臓血管撮影装置や輸血管理シス

テムなどについてはリース契約により整備を行って

いる。

ア 利用概況

感染症患者を除く当年度の延利用患者数は５４万

８，８２１人（前年度比較△２８，９０２人，５％減）で，こ

のうち入院患者は２３万３，２１１人（同△４０６人，０．２％

減），外来患者は３１万５，６１０人（同△２８，４９６人，８．３

％減）であった。

また，入院患者の１日平均は６３８．９人（前年度比

較１．１人減），病床利用率は９０．５％（同０．２ポイント

減）で，外来患者の１日平均は，１，２８８．２人（同１１

６．３人減）となった。

なお，感染症の延入院患者数は９人であった。

イ 経営状況

当年度の経営収支をみると，事業収益は１４７億

６，３１３万円，事業費用は１４８億１，０４３万円で，差し引

き４，７３０万円の純損失を計上した。この純損失が前

年度からの繰越欠損金に加わり，翌年度への繰越

欠損金は６８億２，６９２万円に増加している。一方，医

業収支は，医業収益が１３１億３，７７３万円，医業費用

が１４１億３，３１２万円で，医業損失は前年度より８，１３８

万円多い９億９，５３８万円となっている。

各種分析比率については，まず，経営活動の成

果を表す比率をみると，総収益と総費用の対比を

示す総収支比率は９９．７％（前年度比較０．５ポイント

減），経常的な収益と費用の対比を示す経常収支比

率は１００．３％（同０．６ポイント減），医業収支比率は

９３．０％（同０．５ポイント減）と低下している。

次に，資金繰りを表す比率についてみると，２００

％以上が理想値とされる流動比率は３８３．１％（同２

４．５ポイント増），１００％以上が理想値とされる当座

比率は３８１．１％（同２４．６ポイント増），２０％以上が理

想値とされる現金預金比率は１６２．６％（同６．７ポイ

ント増）といずれも上昇している。

ウ む す び

当年度は，地域の中核病院として前年度に引き

続き他の医療機関との連携を図りながら，救急医

療，高度医療や感染症への対応を行うとともに，

研修医や看護学生・救命救急士など医療技術職の

実習受け入れなど医療スタッフの人材育成にも努

め，また超音波診断装置など医療器械の整備を行

い，高度化，多様化する市民の医療需要に応える

ための努力をしていることが認められる。

経営状況については，平成８年度より平成１３年

度まで連続して黒字経営を続けてきていたが当年

度は入院収益は増加したものの，診療報酬の引き

下げや外来患者数の減少による収益の減などのた

め４，７３０万円の赤字決算となった。

財政状態については，内部留保金は総体で増加

しており，流動比率など資金の短期流動性を示す

各比率についても上昇しているものの，繰越欠損

金が当年度の純損失分増えている。

今後，新病院の建設が本格的に進められていく

ことになるが，病院の経営は，診療報酬額の引下

改定や患者数の減少など，ますます厳しいものと

なってきており，更に一層の経費の見直し削減を

図るなど，経営の健全化に努められたい。

また，医療事故に対してはマニュアルを策定
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し，防止に努めているところであるが，地域の公

立病院として今後とも安全で良質な患者本位の医

療サービスの提供に努め，市民の信頼と期待に応

えられるよう，引き続き努力を望むものである。

# 附属大山台診療所について

当年度の業務状況については，入院部門は一般病

床１９床で，外来部門は市民病院同様，週５日制でそ

れぞれ業務を行った。

年間利用患者数は入院患者５，２５８人，外来患者９，７１

６人で，利用患者数の対前年度比較では，入院患者

は６９人の増，外来患者は８８１人の減となった。

また，１日平均利用状況は，入院患者１４．４人，外

来患者３９．７人で，病床利用率は７５．８％（前年度比較

１．０ポイント増）であった。

経営状況については，医業収益が入院収益の減な

どにより１億３８３万円（前年度比較９２１万円減）であ

るのに対し，医業費用は１億９，００４万円（同９７２万円

減）であり，８，６２０万円（同５１万円減）の医業損失を

生じたが，一般会計繰入金を含めた事業収支全体で

は，差引きゼロであった。

以上のように，当年度は入院患者数が若干増えた

ものの外来患者数は大幅に減少し，医業収益も減少

してきており，経営状況は依然として厳しいものと

なっている。

今後とも，地域住民への医療サービスの低下を招

くことのないよう配慮しながら，経営の改善に努め

られたい。

２ 水道事業会計

当年度の業務状況については，給水人口が５１万３，８０４

人で，前年度に比べ５５２人（０．１％）給水戸数は１９万３，

０４３戸で前年度に比べ１，８７１戸（１．０％）とそれぞれ増加

しており，普及率は９９．７％であった。

建設改良事業については，前年度に引き続き（仮称）

信濃川浄水場建設工事を進めるとともに，老朽管の取

り替えや配水管幹線の整備等も積極的に行い，旧新潟

市域の石綿管の取替えが完了している。

" 利用概況

年間総配水量は，７，５５９万２，８６０!で前年度に比べ
１５４万７，１６２!（２．０％）減少している。
有収率は９５．３７％で０．０５ポイント上昇している。ま

た，施設利用率は５７．５％で前年度に比べ１．２ポイン

ト，最大稼働率は７０．２％で２．７ポイント下降した。

# 経営状況

当年度の経営収支をみると，事業収益は１１９億４，

９３７万円，事業費は９６億４，４２１万円で２３億５１５万円の純

利益を計上し，これを減債積立金に１億１，５２５万円，

建設改良積立金に２１億８，９８９万円それぞれ処分を予

定している。

各種分析比率については，まず，経営活動の成果

を表す比率についてみると，総収益と総費用の対比

を示す総収支比率は１２３．９％（前年度比較１．６ポイン

ト増），経常的な収益と費用の対比を示す経営収支比

率は１２３．６％（同１．２ポイント増），営業収支比率は

１３７．０％（同１．０ポイント増）でいずれも前年度に比べ

上昇している。

次に，資金繰りを表す比率についてみると，２００％

以上が理想値とされる流動比率は１７８．１％（同２８．１ポ

イント増），となり，１００％以上が理想値とされる当

座比率は１７５．０％（同２８．５ポイント増），２０％以上が理

想値とされる現金預金比率は１５０．５％（同２８．０ポイン

ト増）といずれも前年度に比べ上昇している。流動

比率が理想値より低いのは配水管の布設工事費や新

浄水場建設の工事費など翌年度払いの未払金が多い

ためである。

また，料金収入に対していくらの企業債元利償還

金があるかを示す企業債元利償還金対料金収入比率

は２２．９％（同０．９ポイント増）となっている。

$ む す び

当年度は，（仮称）信濃川浄水場建設事業の配水池

築造工事を完了させ，高度浄水処理施設の建設に着

手するとともに，老朽管改良事業を推進して給水の

安定化を図るなど積極的に事業を実施していること

が認められた。

経営状況については，配水量が実質的に年々減少

してきており，給水収益も前年度と比べて減となっ

ているが，人件費の減少などにより営業利益が前年

度と比べて増加したことや，ガス事業会計への固定

資産売却益が４，８９２万円あったことなどから純利益

は１億４，６３３万円の増となっている。

財政状態については，企業債の残高は増加してき

ているが，当年度の純利益が増えたことにより利益

剰余金も増加している。また，流動資産である現金

預金が増加するとともに，流動負債が減少したこと

から，流動比率などの比率は上昇しており，良好な

水準にあるといえる。

配水量が黒埼町との合併の影響を除くと８年連続

して減少してきている一方で，平成１７年度まで（仮

称）信濃川浄水場の建設事業が続くことなどから，

経営の健全化には今後も一層留意して，経費の節減

に努められ，より効果的な経営を行うとともに，引

き続き災害に備えた対応や安全な水の供給と安定給

水を確保されるよう望むものである。

３ ガス事業会計

当年度の業務状況については，供給戸数が８，８６８戸

で，前年度に比べ１６８戸（１．９％）の増となっている。

建設改良事業については，安全で安定したガスの供
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給の確保を図るためガス導管の新設工事や老朽管の更

新工事を実施した。

当年度の販売量は，１，０８４万３，４９９!で，前年度の販売
量と比べて１１３万１，２２５!（１１．６％）増加している。
" 経営状況

当年度の経営収支をみると，事業収益は８億８，０５２

万円，事業費用は８億２，７３８万円で５，３１３万円の純利

益を計上している。

ガス販売量は事業譲渡に伴い３月検針日から３月

末日までの販売量が加算されていることなどから大

幅に増加し，製品売上（営業収益）は８億２，３４２万円

で前年度に比べ８，４８４万円（１１．５％）の増となってい

る。

各種分析比率については，まず，経営活動の成果

を表す比率についてみると，総収益と総費用の対比

を示す総収支比率は１０６．４％（前年度比較５．７ポイン

ト増），経常的な収益と費用の対比を示す経常収支比

率は１０６．４％（同５．８ポイント増），営業収支比率は１１

１．０％（同７．５ポイント増）といずれも前年度に比べ

上昇している。

次に，資金繰りを表す比率についてみると，２００％

以上が理想値とされる流動比率は３８７．９％，１００％以

上が理想値とされる当座比率は３８２．５％，２０％以上が

理想値とされる現金預金比率は１５２．５％となってお

り，いずれも高水準を保っている。

また，料金収入に対していくらの企業債元利償還

金があるかを示す企業債元利償還金対料金収入比率

は収入が増加したため８．１％（同１．４ポイント減）と

なっている。

# む す び

当年度は，前年度に引き続き原ガス購入単価の引

き下げを行うなど経費の縮減に努めるとともに，老

朽管の布設替など本支管の整備事業を積極的に進

め，安全で健全な経営に努力したことが認められ

る。

ガス事業を民間企業に譲渡することに伴い，従来

翌会計年度に計上されていた３月検針日以降のガス

料金が当年度の収支に加えられるなど通常の会計年

度にない要素があったこともあり，純利益は前年度

と比べて４，７７２万円多い５，３１３万円の黒字決算となっ

ている。

なお，新潟市ガス事業は，当年度末をもって廃止

され，建物や導管等の固定資産や未収ガス料金など

の資産は平成１５年４月１日に事業を継承する民間企

業に譲渡されているが，現金預金等譲渡対象外の資

産や企業債の残金についてはガス事業清算事業特別

会計に引き継がれている。

新潟市告示第３１６号

予算の要領について

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１９条第２項の規

定により平成１５年度新潟市一般会計及び特別会計の各補

正予算の要領を次のとおり告示します。

平成１５年１０月１日

新 潟 市 長 篠 田 昭
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平成１５年度新潟市一般会計補正予算（第２号）

平成１５年度新潟市の一般会計補正予算（第２号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１７６，８３２千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

１９１，７６６，４７６千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳

入歳出予算補正」による。

第１表 歳入歳出予算補正

歳 入 （単位 千円）

歳 出 （単位 千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

１ 市 税 ８０，２６８，４０７ １７６，８３２ ８０，４４５，２３９

１ 市 民 税 ３１，０５７，７９８ １７６，８３２ ３１，２３４，６３０

歳 入 合 計 １９１，５８９，６４４ １７６，８３２ １９１，７６６，４７６

款 項 補正前の額 補 正 額 計

２ 総 務 費 １９，６２９，６８２ １６０，０００ １９，７８９，６８２

１ 総 務 管 理 費 １６，５８８，２１０ １６０，０００ １６，７４８，２１０

３ 民 生 費 ４５，３１８，４６６ ６，０００ ４５，３２４，４６６

２ 児 童 福 祉 費 １３，２４２，４２６ ６，０００ １３，２４８，４２６

６ 農 林 水 産 業 費 ３，１５８，８５９ ７，９５５ ３，１６６，８１４

２ 農 地 費 １，４５１，０４９ ７，９５５ １，４５９，００４

７ 商 工 費 １３，５５０，０３３ ２，８７７ １３，５５２，９１０

１ 商 業 費 １１，２５８，０４７ ２，８７７ １１，２６０，９２４

歳 出 合 計 １９１，５８９，６４４ １７６，８３２ １９１，７６６，４７６
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平成１５年度新潟市下水道事業会計補正予算（第２号）

平成１５年度新潟市の下水道事業会計補正予算（第２号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１４９，８１０千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ

４７，０３８，８３３千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳

入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することのできる

経費は，「第２表 繰越明許費」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の変更は，「第３表 地方債補正」による。

第１表 歳入歳出予算補正

歳 入 （単位 千円）

歳 出 （単位 千円）

第２表 繰越明許費 （単位 千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

４ 県 支 出 金 ３８４，４０２ ６６，１５５ ４５０，５５７

１ 県 補 助 金 ３８４，４０２ ６６，１５５ ４５０，５５７

５ 繰 入 金 １３，７８６，１６０ ７，９５５ １３，７９４，１１５

１ 他 会 計 繰 入 金 １３，７８６，１６０ ７，９５５ １３，７９４，１１５

８ 市 債 １８，１０１，８００ ７５，７００ １８，１７７，５００

１ 市 債 １８，１０１，８００ ７５，７００ １８，１７７，５００

歳 入 合 計 ４６，８８９，０２３ １４９，８１０ ４７，０３８，８３３

款 項 補正前の額 補 正 額 計

２ 農業集落排水事業費 ７２８，５７１ １４９，８１０ ８７８，３８１

２ 事 業 費 ７１２，０８０ １４９，８１０ ８６１，８９０

歳 出 合 計 ４６，８８９，０２３ １４９，８１０ ４７，０３８，８３３

款 項 事 業 名 金 額

２ 農業集落排水事業費 ２ 事 業 費 農業集落排水整備事業 １１０，０００
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第３表 地方債補正

１ 変 更 （単位 千円）

平成１５年度新潟市中央卸売市場事業会計補正予算（第１号）

平成１５年度新潟市の中央卸売市場事業会計補正予算（第１号）は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，９３２，０００千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ

れ４，２７２，９２８千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表 歳

入歳出予算補正」による。

（地方債の補正）

第２条 地方債の変更は，「第２表 地方債補正」による。

第１表 歳入歳出予算補正

歳 入 （単位 千円）

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限度額 起債の
方 法 利 率 償還の方法 限度額 起債の

方 法 利 率 償還の方法

農業集落排水建設費 ３４５，９００

普通
貸借
又は
債券
発行

年５．０％
以内

（ただし，利
率見直し方
式で借入れ
る場合で，
政府資金及
び公営企業
金融公庫資
金について
利率の見直
しを行った
後において
は，当該見
直し後の利
率）

借入れの年から据
置期間を含み３０年
以内に元利均等又
は元金均等若しく
は不均等の方法に
より，毎年度１期
又は２期に償還す
る。ただし，財政
の都合により据置
期間中であっても
繰上償還し，償還
年限を短縮し，又
は低利債に借り換
えることができ
る。

４２１，６００

普通
貸借
又は
債券
発行

年５．０％
以内

（ただし，利
率見直し方
式で借入れ
る場合で，
政府資金及
び公営企業
金融公庫資
金について
利率の見直
しを行った
後において
は，当該見
直し後の利
率）

借入れの年から据
置期間を含み３０年
以内に元利均等又
は元金均等若しく
は不均等の方法に
より，毎年度１期
又は２期に償還す
る。ただし，財政
の都合により据置
期間中であっても
繰上償還し，償還
年限を短縮し，又
は低利債に借り換
えることができ
る。

款 項 補正前の額 補 正 額 計

２ 国 庫 支 出 金 １２３，２６３ ９６６，８４９ １，０９０，１１２

１ 国 庫 補 助 金 １２３，２６３ ９６６，８４９ １，０９０，１１２

３ 県 支 出 金 ９１，９０１ １６２，８７４ ２５４，７７５

１ 県 補 助 金 ９１，９０１ １６２，８７４ ２５４，７７５

５ 繰 入 金 ３５８，７８６ ２，８７７ ３６１，６６３

１ 他 会 計 繰 入 金 ３５８，７８６ ２，８７７ ３６１，６６３

８ 市 債 ４７９，６００ １，７９９，４００ ２，２７９，０００

１ 市 債 ４７９，６００ １，７９９，４００ ２，２７９，０００

歳 入 合 計 １，３４０，９２８ ２，９３２，０００ ４，２７２，９２８
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新潟市告示第３１７号

身元不明人の死亡について（告示）

下記の者は，平成１５年８月２８日午前８時４５分頃新潟市

竜が島１丁目地内「末広橋」通船川下流水面に浮遊して

いる死体が発見されました。

身元が不明のため，平成１５年９月１日火葬に付しまし

た。

心当たりの方は，当市厚生福祉課に申し出てくださ

い。

平成１５年１０月３日

新 潟 市 長 篠 田 昭

記

１ 氏名及び住所 不詳

２ 体格及び身長 身長１５２㎝，体重５１㎏，中肉

３ 年齢及び性別 女性，推定年齢６０～７０歳位

４ 死 因 溺死

５ 遺 留 物 品 黒色半袖サマーセーター，黒色長

袖ハイネックシャツ，スラック

ス，黒色靴下，黒色デッキシュー

ズ

６ 死亡年月日 平成１５年８月２７日頃（推定）

７ 死 亡 場 所 新潟市竜が島１丁目通船川

（死体発見場所）

８ 埋（火）葬地 新潟市

新潟市告示第３１８号

身元不明人の死亡について（告示）

下記の者は，平成１５年８月３０日午後２時５０分頃新潟市

笹口３丁目１５番地９瀬野ビル２階にて全身ミイラ化した

男性の死体が発見されました。

身元が不明のため，平成１５年９月２日火葬に付しまし

た。

心当たりの方は，当市厚生福祉課に申し出てくださ

い。

平成１５年１０月３日

新 潟 市 長 篠 田 昭

記

１ 氏名及び住所 不詳

２ 体格及び身長 身長１６５㎝

全身ミイラ化した状態で発見

歳 出 （単位 千円）

第２表 地方債補正

１ 変 更 （単位 千円）

款 項 補正前の額 補 正 額 計

１ 中 央 卸 売 市 場 費 ８５８，４６６ ２，９３２，０００ ３，７９０，４６６

２ 市 場 建 設 費 ６１６，５３４ ２，９３２，０００ ３，５４８，５３４

歳 出 合 計 １，３４０，９２８ ２，９３２，０００ ４，２７２，９２８

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

限度額 起債の
方 法 利 率 償還の方法 限度額 起債の

方 法 利 率 償還の方法

市 場 建 設 事 業 費 ２２４，３００

普通
貸借
又は
債券
発行

年５．０％
以内

（ただし，利
率見直し方
式で借入れ
る場合で，
政府資金及
び公営企業
金融公庫資
金について
利率の見直
しを行った
後において
は，当該見
直し後の利
率）

借入れの年から据
置期間を含み３０年
以内に元利均等又
は元金均等若しく
は不均等の方法に
より，毎年度１期
又は２期に償還す
る。ただし，財政
の都合により据置
期間中であっても
繰上償還し，償還
年限を短縮し，又
は低利債に借り換
えることができ
る。

２，０２３，７００

普通
貸借
又は
債券
発行

年５．０％
以内

（ただし，利
率見直し方
式で借入れ
る場合で，
政府資金及
び公営企業
金融公庫資
金について
利率の見直
しを行った
後において
は，当該見
直し後の利
率）

借入れの年から据
置期間を含み３０年
以内に元利均等又
は元金均等若しく
は不均等の方法に
より，毎年度１期
又は２期に償還す
る。ただし，財政
の都合により据置
期間中であっても
繰上償還し，償還
年限を短縮し，又
は低利債に借り換
えることができ
る。
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新 町 名 実 施 前 の 町 名

大形本町５丁目 大形本町の一部，石動の一部

大形本町６丁目 大形本町の一部

３ 年齢及び性別 男性，年齢不詳

４ 死 因 不詳

５ 遺 留 物 品 茶色革製手提げバッグ，紺色サイ

フ，黒色小銭入れ，腕時計（銀色，

CYARISMA製），上衣白長袖シャ

ツ，灰色タートル長袖セーター，

青色ジーンズ，紺色タイツ，紺色

ブリーフ，黒色靴下

６ 死亡年月日 平成１５年３月～５月頃

７ 死 亡 場 所 新潟市笹口３丁目１５番地９

瀬野ビル２階，空き事務所内

８ 埋（火）葬地 新潟市

新潟市告示第３１９号

住居表示を実施する区域及び期日等について

住居表示に関する法律（昭和３７年法律第１１９号）に基づ

き，住居表示を実施する区域及び期日等を次のとおり定

めたので，同法第３条第３項の規定により告示する。

平成１５年１０月６日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 住居表示を実施する区域

２ 住居表示を実施する期日 平成１５年１１月１７日

３ 住居表示の方法 街区方式

４ 街区符号及び住居番号 別添

新潟市告示第３２０号

放置自転車等の撤去，保管について

新潟市自転車等駐車場条例第１２条第１項の規定によ

り，放置自転車等を下記のとおり撤去し保管したので，

同条例第１２条第２項の規定により告示する。

平成１５年１０月７日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 放 置 場 所 白山駅前，小針駅前第２自転車等

駐車場

２ 撤 去 台 数 自転車 １８２台

３ 撤 去 年 月 日 平成１５年９月１７日

４ 保管返還場所 西土木事務所

５ 保 管 期 間 平成１５年１０月８日から

平成１６年４月７日まで

６ 返還日及び時間 平成１５年１１月１９日から１１月２０日の

２日間

午前９時００分から午前１２時００分

午後１時００分から午後５時００分

７ 返還に必要なもの

! 運転免許証，健康保険証その他身分を証明できる

もの

" 自転車等の鍵又は保証書その他返還を受けようと

する自転車等の利用者であることを証明できるもの

# 印鑑

$ 撤去保管に要する費用

自転車 １，０００円

なお，この告示にかかる自転車等で，上記保管期間経

過後においても利用者等の引き取りがないものは，新潟

市自転車等駐車場条例第１２条第３項の規定に基づき，本

市において処分する。

新潟市告示第３２１号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第３２２号

放置自転車等の撤去，保管について

新潟市自転車等放置防止条例第９条第２項の規定によ

り，放置自転車等を下記のとおり撤去し，保管したので

同条例第１１条第１項の規定により告示する。

平成１５年１０月１０日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 放 置 場 所 新潟駅万代口周辺

２ 撤 去 台 数 自転車 １６１台

３ 撤 去 年 月 日 平成１５年９月１日から

平成１５年９月３０日まで

４ 保管返還場所 自転車等保管所

（新潟市花園２丁目５４番地先）

５ 保 管 期 間 平成１５年１０月１１日から

平成１６年４月１０日まで

６ 返還日及び時間 月曜日から金曜日（ただし，国民

の祝日に関する法律に規定する休

日及び１２月２９日から翌年の１月３

日までの日は除く。）

午前９時から午後５時まで

７ 返還に必要なもの

! 運転免許証，健康保険証その他身分を証明できる

もの

" 自転車等の鍵又は保証書その他返還を受けようと

する自転車等の利用者等であることを証明できるも

の

# 印鑑

$ 撤去保管に要する費用

自転車 １，０００円 原付自転車 １，５００円

なお，この告示にかかる自転車等で，上記保管期間経

過後においても利用者等の引取がないものは，新潟市自
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住 所 氏 名

１ 新潟市医学町通２番町７４番地１ 遠!かつ子

２ 新潟市西堀通７番町１５５１番地２ 木村 浩

３ 新潟市西堀通７番町１５５１番地２ 木村 勝江

４ 新潟市西堀通７番町１５５１番地２ 木村 紀浩

５ 新潟市西湊町通１ノ町２６７２番地 鶴木 "夫

６ 新潟市花町１９８３番地１７ 大森 保雄

７ 新潟市白山浦１丁目２６６番地６ 坂上イチ子

８ 新潟市東堀前通１０番町１７９２番地２ 森 稔

９ 新潟市東堀通１０番町１７３８番地 島田 潮

１０ 新潟市東堀通１１番町１７５４番地 鈴木奈々枝

転車等放置防止条例第１１条第２項の規定に基づき，本市

において処分する。

新潟市告示第３２３号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第３２４号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第３２５号

新潟市農用地利用集積計画について

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８

条第１項の規定により，農用地利用集積計画を定めたの

で，同法第１９条の規定により告示する。

なお，同計画は次の場所に備え置いて縦覧に供する。

平成１５年１０月１５日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 新潟市農用地利用集積計画を備え置く場所

新潟市役所

産業経済局 農林水産部 農業振興課

（新潟市学校町通１番町６０２番地１）

新潟市告示第３２６号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第３２７号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第３２８号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第３２９号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第３３０号

公 示 送 達 書

「省 略」

新潟市告示第３３１号

地縁による団体の認可に係る告示

地方自治法第２６０条の２第１項の規定により，地縁によ

る団体を次のとおり認可したので，同条第１０項の規定に

基づき告示する。

平成１５年１０月２７日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 名 称 丸潟新田自治会

２ 規約に定める目的 地域的な共同活動を行うことに

より，良好な地域社会の維持及

び形成に資すること。

３ 区 域 新潟市丸潟新田の全域

４ 事 務 所 新潟市丸潟新田６２６番地４

５ 代表者の氏名及び住所 （省 略）

（省 略）

６ 裁判所による代表者の
職務執行の停止の有無

なし

裁判所による代表者の
職務代行者の選任の有無

なし

７ 代 理 人 の 有 無 なし

８ 規約に定める解散の事由

地方自治法第２６０条の２第１５項で準用する民法第６８条

第１項第３号及び第４号並びに第２項に規定する事由。

（総会の議決に基づく場合は，総会員の４分の３以上の

承諾が必要）

９ 認 可 年 月 日 平成１５年１０月２２日

新潟市告示第３３２号

住民票の職権消除について

住民基本台帳法第８条および同法施行令第１２条第４項

の規定に基づき告示します。

平成１５年１０月２９日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 職権消除日

平成１５年１０月２３日

２ 職権消除対象者の住所・氏名

別紙のとおり

職権消除対象者名簿一覧表
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１１ 新潟市古町通７番町９４３番地 渡部 詩織

１２ 新潟市古町通１０番町１６７４番地１ 吉直さやか

１３ 新潟市本町通１１番町１８２０番地 金森 由香

１４ 新潟市本町通１１番町１８２０番地 多賀 翔一

１５ 新潟市五十嵐１の町６３６８番地１４５ 佐藤 一誠

１６ 新潟市五十嵐３の町東１６番７号 佐々木定雄

１７ 新潟市みずき野６丁目８番１号 富田 恵子

１８ 新潟市笹口１丁目２２番地１２ 藤巻 伸二

１９ 新潟市天神２丁目１３７番地１２３ !田 雅人

２０ 新潟市太夫浜９３９番地 竜田 秀男

１ 新潟市松浜東町２丁目７番６号 猪羽 安昭

２２ 新潟市松浜５丁目１０番地１ 北嶋 光秀

２３ 新潟市青山１丁目７番１－５２３号 山口 綾

２４ 新潟市青山５丁目８番３２号 中澤 正輝

２５ 新潟市小針２丁目２８番１８号 五十嵐 徹

２６ 新潟市坂井７３０番地４ "木 渉

２７ 新潟市寺尾東２丁目１番１７号 久保 智弘

２８ 新潟市真砂１丁目６番１９号 石川 昭史

２９ 新潟市真砂３丁目２１番１号 富永 省三

３０ 新潟市窪田町３丁目１７１番地 松澤 明夫

３１ 新潟市天野２丁目１２番３４号 鈴木 康裕

３２ 新潟市青山２丁目１５番１２号 中川 淳宏

３３ 新潟市小針２丁目２３番７号 鹿倉 大幸

３４ 新潟市天野１丁目２番８号 山崎 洋

３５ 新潟市太右エ門新田２０５番地１５ 松澤 敏

３６ 新潟市古町通８番町１４３８番地 中川 和則

３７ 新潟市青山６丁目８番７号 平野 積造

３８ 新潟市中野山６丁目２５番１６号 近藤 健介

３９ 新潟市長潟７８１番地３ 井上 智朗

４０ 新潟市東中島４丁目５番４号 佐藤 和義

４１ 新潟市弁天橋通１丁目１６番４号 星山 聡

４２ 新潟市逢谷内１丁目１４番６号 伊藤 一也

４３ 新潟市上木戸２丁目１３番１０号 渡邊 秀彦

４４ 新潟市上木戸５丁目１５番１号 原田裕美子

４５ 新潟市下木戸２丁目１番２号 小松原正信

４６ 新潟市中山３丁目３番５号 伊藤 優次

４７ 新潟市中山３丁目３番２号 木津 茂

４８ 新潟市中山５丁目３番１号 久津美 聰

４９ 新潟市はなみずき１丁目１５番３８号 野澤 憲二

５０ 新潟市はなみずき２丁目４番６号 南波 友明

５１ 新潟市牡丹山５丁目２５番２４号 吉原 清松

５２ 新潟市牡丹山５丁目１６番１５号 渡邉佳津広

５３ 新潟市紫竹５丁目１０番７号 藤田 康一

５４ 新潟市姥ヶ山１丁目４番１１号 佐藤 進

５５ 新潟市姥ヶ山２丁目１０番２２号 大塚 勉

５６ 新潟市中野山５丁目１４番１号 伊藤 修

５７ 新潟市海老ヶ瀬新町４番１９号 佐藤 千賀

５８ 新潟市海老ヶ瀬新町４番１９号 佐藤 光平

５９ 新潟市海老ヶ瀬新町４番１９号 佐藤 利文

６０ 新潟市金巻１１４９番地１ 笹川 英次

６１ 新潟市金巻８６４番地 大熊 光夫

６２ 新潟市善久８５８番地 渡邉 義春

６３ 新潟市鳥原３６６８番地１ 岡本 玉輝

６４ 新潟市ときめき西１丁目２６番地３ 大西 弘幸

６５ 新潟市川岸町３丁目１７番地２８ 三橋 利男

６６ 新潟市川岸町３丁目１７番地２８ 坂本 京介

６７ 新潟市川岸町３丁目１７番地２８ 小林 孝一

６８ 新潟市関屋恵町１２番５号 西村 英男

６９ 新潟市明石１丁目６番３５号 渡邉 政行

７０ 新潟市沼垂東２丁目１１番１２号 柄澤 一

７１ 新潟市花園１丁目１番１０号 青木 實

７２ 新潟市東大通２丁目２番９号 佐藤 哲也

７３ 新潟市南万代町６番１４号 牧野 一重

７４ 新潟市小金台２番１３号 上松 正雄

７５ 新潟市太平１丁目１２番地６ 森 一行

７６ 新潟市太平２丁目２番地４ 結城 勝

７７ 新潟市東新町１番１１号 川上 正光

７８ 新潟市浜谷町２丁目３番５２号 五十嵐 満

７９ 新潟市浜谷町２丁目３番５２号 五十嵐ナミ子

８０ 新潟市藤見町２丁目１３番２８号 真田 好正

８１ 新潟市藤見町２丁目１３番２８号 真田 輝茂

新潟市告示第３３３号

放置自転車等の撤去，保管について

新潟市自転車等駐車場条例第１２条第１項の規定によ

り，放置自転車等を下記のとおり撤去し保管したので，

同条例第１２条第２項の規定により告示する。

平成１５年１０月３０日

新 潟 市 長 篠 田 昭
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事業者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 居宅支援
の種類

指 定
年月日

社会福祉法人
新潟市中央福祉会 カルテット天神

新潟市天神１３７－
１３０

知的障害者
地域生活援助

平成１５年
１０月１日

事業者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 居宅支援
の種類

指 定
年月日

社会福祉法人
新潟市中央福祉会

ハミングベア
天神

新潟市天神１３７－
８１

知的障害者
地域生活援助

平成１５年
１０月１日

事業者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 居宅支援
の種類

指 定
年月日

社会福祉法人
愛宕福祉会 松潟の園 新潟市松潟１４８２番

地１
身体障害者療
護施設

平成１５年
１０月１日

事業者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 居宅支援
の種類

指 定
年月日

社会福祉法人
愛宕福祉会

ショートステイ
松潟の園

新潟市松潟１４８２番
地１ 短期入所 平成１５年

１０月１日

事業者の名称 事業所の名称 事業所の所在地 居宅支援
の種類

指 定
年月日

社会福祉法人
愛宕福祉会

デイサービスセ
ンター松潟の園

新潟市松潟１４８２番
地１ デイサービス 平成１５年１０月１日

名 称 所 在 地 担当すべき
医療の種類

辞退年月日
告示年月日 告示事項

ドラッグマックス
白山駅前店

新潟市白山浦２丁
目６４５番５６号 薬 局 H１５．９．１

H１５．１０．３０ 辞 退

１ 放 置 場 所 新潟大学前駅前第１，新潟大学前

駅前第３自転車等駐車場

２ 撤 去 台 数 自転車 １３４台

３ 撤 去 年 月 日 平成１５年１０月１５日

４ 保管返還場所 西土木事務所

５ 保 管 期 間 平成１５年１０月３１日から

平成１６年４月３０日まで

６ 返還日及び時間 平成１５年１２月１９日から１２月２０日の

２日間

午前９時００分から午前１２時００分

午後１時００分から午後５時００分

７ 返還に必要なもの

! 運転免許証，健康保険証その他身分を証明できる

もの

" 自転車等の鍵又は保証書その他返還を受けようと

する自転車等の利用者であることを証明できるもの

# 印鑑

$ 撤去保管に要する費用

自転車 １，０００円

なお，この告示にかかる自転車等で，上記保管期間経

過後においても利用者等の引き取りがないものは，新潟

市自転車等駐車場条例第１２条第３項の規定に基づき，本

市において処分する。

新潟市告示第３３４号

指定居宅支援事業者の指定について

知的障害者福祉法第１５条の５第１項（昭和３５年法律第

３７号）の規定により指定居宅事業者を指定したので，同

法第１５条の２３の規定により下記のとおり告示する。

平成１５年１０月３０日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３３５号

指定居宅支援事業者の指定について

知的障害者福祉法第１５条の５第１項（昭和３５年法律第

３７号）の規定により指定居宅事業者を指定したので，同

法第１５条の２３の規定により下記のとおり告示する。

平成１５年１０月３０日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３３６号

指定施設支援施設の指定について

身体障害者福祉法第１７条の１０第１項（昭和２４年法律第

２８３号）の規定により指定身体障害者療護施設を指定した

ので，同法第１７条の３１の規定により下記のとおり告示す

る。

平成１５年１０月３０日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３３７号

指定居宅支援事業者の指定について

身体障害者福祉法第１７条の４第１項（昭和２４年法律第

２８３号）の規定により指定居宅事業者を指定したので，同

法第１７条の２３の規定により下記のとおり告示する。

平成１５年１０月３０日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３３８号

指定居宅支援事業者の指定について

身体障害者福祉法第１７条の４第１項（昭和２４年法律第

２８３号）の規定により指定居宅事業者を指定したので，同

法第１７条の２３の規定により下記のとおり告示する。

平成１５年１０月３０日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３３９号

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１９条の２

の規定による医療機関の辞退の申し出を受理した。

平成１５年１０月３０日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３４０号
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事業所の名称 所 在 地
指定した居宅
サービスの種類

指 定
年月日

㈱ツクイ 姥ヶ山
グループホーム
ふ れ あ い の 家

新潟市姥ヶ山６丁
目２番３２号

痴呆対応型
共同生活介護

平成１５年
８月１日

黒埼デイサービス
センターふれあい

新潟市立仏６２番地
１

居宅療養管理
指導

平成１５年
６月１日

社会福祉法人とんぼ
倶楽部 老人デイサー
ビスセンター赤とんぼ

新潟市堀之内２番
地

通所介護 平成１５年
５月１日

はあとふる あたご
訪問看護ステーション

新潟市新島町通３
ノ町２２８４番地

訪問介護 平成１５年
１０月１日

はあとふる あたご
訪問看護ステーション

新潟市新島町通３
ノ町２２８４番地

訪問看護 平成１５年
１０月１日

はあとふる あたご 新潟市新島町通３
ノ町２２８４番地

福祉用具貸与 平成１５年
１０月１日

はあとふる あたご 新潟市新島町通３
ノ町２２８４番地

居宅介護支援 平成１５年
１０月１日

はあとふる あたご
デイサービスセンター
柳 都 大 橋

新潟市新島町通３
ノ町２２８４番地

通所リハビリ
テーション

平成１５年
１０月１日

事業所の名称 所 在 地
指定した居宅
サービスの種類

指 定
年月日

はあとふる あたご 新潟市新島町通３
ノ町２２８４番地

福祉用具貸与 平成１５年
９月３０日

はあとふる あたご 新潟市新島町通３
ノ町２２８４番地

訪問介護 平成１５年
９月３０日

はあとふる あたご 新潟市新島町通３
ノ町２２８４番地

居宅介護支援 平成１５年
９月３０日

はあとふる あたご 新潟市新島町通３
ノ町２２８４番地

訪問介護 平成１５年
９月３０日

はあとふる あたご
デイサービスセンター
柳 都 大 橋

新潟市新島町通３
ノ町２２８４番地

通所介護 平成１５年
９月３０日

名 称 所 在 地 指定年月日

医療法人 とくなが
女 性 ク リ ニ ッ ク

新潟市長潟８３７－１ 平成１５年
１０月１日

おおはし歯科医院 新潟市寺尾西２丁目
２－３６

平成１５年
８月７日

山 二 ツ 調 剤 薬 局 新潟市山二ツ４丁目
１９番２８号

平成１５年
９月１６日

せきしん調剤薬局 新潟市関新１丁目２
番２４号

平成１５年
１０月１日

は や つ 医 院 新潟市山二ツ１３８５番
地

平成１５年
１０月１０日

た き い 耳 鼻 科
ク リ ニ ッ ク

新潟市関新１丁目８
番２４号

平成１５年
１０月１６日

生活保護法による介護機関の指定申請について

（告示）

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項

の規定により，指定介護機関を指定し，次のとおり告示

する。

平成１５年１０月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３４１号

生活保護法による介護機関の廃止届について

（告示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，指定介護機関等から廃止した旨

の届出があったことを次のとおり告示する。

平成１５年１０月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３４２号

生活保護法による介護機関の変更について（告

示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，介護機関等から変更した旨の届

出があったので，次のとおり告示する。

平成１５年１０月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 指定介護機関の名所，所在地，提供サービス

山ノ下訪問看護ステーション

新潟市古川町３番７号

訪問看護・居宅介護支援

２ 変更事項

旧 山ノ下訪問看護ステーション

新潟市古川町３番７号

新 すずらん訪問看護ステーション

新潟市河渡甲１４０番地

３ 変更年月日

平成１４年４月２３日

新潟市告示第３４３号

生活保護法による医療機関の指定申請について

（告示）

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条（第５５条に

おいて準用する同法第４９条）の規定により，指定医療機

関等を指定し次のとおり告示する。

平成１５年１０月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３４４号

生活保護法による医療機関の廃止届について

（告示）
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名 称 所 在 地 指定年月日

シ ネ モ ー ル 眼 科 新潟市万代１丁目３
番１号

平成１５年
８月３１日

ドラッグマックス
白 山 駅 前 店

新潟市白山浦２丁目
６４５番５６号

平成１５年
９月１日

と く な が 女 性
ク リ ニ ッ ク

新潟市長潟８３７－１ 平成１５年
９月３０日

おおはし歯科医院
仮 診 療 所

新潟市寺尾上４丁目
２－１３

平成１５年
８月７日

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，指定医療機関等から廃止した旨

の届出があったことを次のとおり告示する。

平成１５年１０月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

新潟市告示第３４５号

生活保護法による医療機関の変更について（告

示）

生活保護法施行規則（昭和２５年厚生省令第２１号）第１４

条第１項の規定により，医療機関等から変更した旨の届

出があったので，次のとおり告示する。

平成１５年１０月３１日

新 潟 市 長 篠 田 昭

１ 指定医療機関の名称及び所在地

新潟大学歯学部附属病院

新潟市旭町通１番町７５４番地

２ 変更事項

旧 新潟大学歯学部附属病院

新潟市学校町通２番町５２７４番地

新 新潟大学医歯学総合病院

新潟市旭町通１番町７５４番地

３ 変更年月日

平成１５年１０月１日

１ 指定医療機関の名称及び所在地

新潟大学歯学部附属病院

新潟市旭町通１番町７５４番地

２ 変更事項

旧 新潟大学歯学部附属病院

新 新潟大学医歯学総合病院

新潟市旭町通１番町７５４番地

３ 変更年月日

平成１５年１０月１日

教育委員会規則

新潟市教育委員会組織規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。

平成１５年１０月２０日

新潟市教育委員会

委 員 長 小 池 泰 子

新潟市教育委員会規則第９号

新潟市教育委員会組織規則の一部を改正する規

則

新潟市教育委員会組織規則（昭和３７年新潟市教育委員

会規則第５号）の一部を次のように改正する。

第７条学校教育部保健給食課保健係の項第２号中「日

本体育・学校健康センター」を「独立行政法人日本スポー

ツ振興センター」に改める。

附 則

この規則は，公布の日から施行する。

新潟市教育委員会傍聴人規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。

平成１５年１０月２０日

新潟市教育委員会

委 員 長 小 池 泰 子

新潟市教育委員会規則第１０号

新潟市教育委員会傍聴人規則の一部を改正する

規則

新潟市教育委員会傍聴人規則（昭和３５年新潟市教育委

員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

第３条を次のように改める。

第３条 傍聴人の定員は１０人とする。ただし，報道関係

者等で新潟市教育委員会委員長（以下「委員長」とい

う。）が特に必要と認める者については，傍聴券を交付

しないで傍聴を許可することができる。

２ 傍聴希望者の数が定員を超えるときは，抽選により

傍聴人を決定するものとする。

第４条第１号を次のように改める。

! 酒気を帯びていると認められる者

第５条第１号中「静しゆく」を「静粛」に改め，同条

第２号中「外套等」を「外とう等」に改め，次のただし

書を加える。

ただし，病気その他の理由により委員長の許可を得

たときは，この限りでない。

第５条第３号中「静しゆく」を「静粛」に改め，同条
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第４号を次のように改める。

! 会議中の発言に対して拍手その他の方法により，

批評を加え，又は可否を表しないこと。

第５条の次に次の１号を加える。

" はち巻，腕章の類をする等示威的行為をしないこ

と。

第７条を第８条とし，第６条を第７条とし，第５条の

次に次の１条を加える。

第６条 傍聴人は，傍聴席において写真等を撮影し，又

は録音等をしてはならない。ただし，特に委員長の許

可を得た者は，この限りでない。

第８条の次に次の１条を加える。

第９条 この規則に定めるもののほか，傍聴に関し必要

な事項は，委員長が会議に諮って定める。

附 則

この規則は，公布の日から施行する。

選挙管理委員会告示

新潟市選挙管理委員会告示第５１号

検察審査員候補者の予定者選定のくじについて

検察審査員候補者の予定者を選定するくじを次により

行う。

平成１５年１０月７日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 日 時 平成１５年１０月１０日（水）午後１時

２ 場 所 新潟市選挙管理委員会室

３ くじの方法 検察審査員候補者選定規程（平成元年

新潟市選挙管理委員会訓令第３号）に

定めるところによる。

根拠法令 検察審査会法（昭和２３年法律第１４７号）第

１０条第１項

新潟市選挙管理委員会告示第５２号

在外選挙人名簿からの抹消について

国内の市町村において住民票が新たに作成された日後

４か月を経過した者を，在外選挙人名簿から抹消した。

平成１５年１０月１４日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 抹消した者の数 ４人

（男 ２人 女 ２人）

根拠法令 公職選挙法第３０条の１１

新潟市選挙管理委員会告示第５３号

選挙人名簿登録の移替え延期について

平成１５年１１月９日執行予定の衆議院議員総選挙及び最

高裁判所裁判官国民審査について，選挙人名簿登録の移

替えは，次の期間の翌日後に延期する。

平成１５年１０月１０日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

登録の移替えを行わない期間

平成１５年１０月１７日から平成１５年１１月９日まで

根拠法令 公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）

第１７条第２号

新潟市選挙管理委員会告示第５４号

新潟海区漁業調整委員会委員選挙人名簿の縦覧

について

平成１５年９月１日現在で調製した新潟海区漁業調整委

員会委員選挙人名簿について，次のとおり縦覧に供す

る。

平成１５年１０月１４日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 縦覧期間 平成１５年１０月２０日から

平成１５年１１月３日まで

２ 縦覧場所 新潟市役所本館１階警備室

根拠法令 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第９４条にお

いて準用する公職選挙法（昭和２５年法律第

１００号）第２３条第１項

新潟市選挙管理委員会告示第５５号

選挙人名簿の縦覧について

平成１５年１１月９日執行予定の衆議院議員総選挙及び最

高裁判所裁判官国民審査において，選挙人名簿に登録す

る者の氏名，住所及び生年月日を記載した書面を，次の

とおり縦覧に供する。

平成１５年１０月２４日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 縦覧期間 平成１５年１０月２８日から

平成１５年１０月２９日まで

２ 縦覧場所 新潟市選挙管理委員会事務局

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第２３条

第１項

新潟市選挙管理委員会告示第５６号

在外選挙人名簿の縦覧について

平成１５年１０月２７日までに在外選挙人名簿に登録した者
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投票区 投 票 所 名 所 在 地

１ 新 潟 小 学 校 東大畑通１－６７９

２ 有 明 台 小 学 校 有明台４－１

３ 浜 浦 小 学 校 浜浦町１－１

４ 関 屋 小 学 校 関屋下川原町２－６６４

５ 鏡 淵 小 学 校 白山浦１－２０７－３

６ 寄 居 中 学 校 営所通２－５９２－１２

７ 五 十 嵐 中 学 校 上新栄町５－３－１

８ 二 葉 中 学 校 二葉町２－５９３２

９ 中 央 公 民 館 西堀通６－８７３－１

１０ 関 屋 地 区 公 民 館 関屋昭和町３－１４８－１

１１ 白 山 小 学 校 川端町１－１

１２ 礎 保 育 園 礎町通６－２２４６

１３ 豊 照 小 学 校 見方町２５１８

１４ 湊 小 学 校 古町通１３－２９００

１５ 栄 小 学 校 栄町３－５９３０－２

１６ 入 舟 小 学 校 稲荷町３５１１

１７ 北部総合コミュニティセンタ－ 附船町１－４３８５

１８ 宮 浦 中 学 校 万代５－６－１

１９ 万 代 長 嶺 小 学 校 東万代町９－２

２０ 南 中 野 山 小 学 校 中野山８６３－１

２１ 長 嶺 保 育 園 明石２－１－５１

２２ 沼 垂 小 学 校 鏡が岡５－５

２３ 大 山 保 育 園 大山２－１３－１

２４ 山 の 下 小 学 校 山の下町８－５５

２５ 山 の 下 中 学 校 秋葉通２－３７２２－１

２６ 石 山 中 学 校 東明６－２

２７ 木 戸 小 学 校 中山４－１－１

２８ 愛 泉 幼 稚 園 上所中２－１１－１０

２９ 笹 口 小 学 校 笹口２－４７

３０ 上 山 小 学 校 女池２８１－１

３１ 大 形 小 学 校 大形本町２－６－１

の氏名，経由領事官の名称，最終住所及び生年月日を記

載した書面を，次のとおり縦覧に供する。

平成１５年１０月２４日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 縦覧期間 平成１５年１０月２８日から

平成１５年１０月２９日まで

２ 縦覧場所 新潟市選挙管理委員会事務局

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３０条

の７第１項

新潟市選挙管理委員会告示第５７号

ポスター掲示場の設置場所について

平成１５年１１月９日執行予定の衆議院小選挙区選出議員

選挙における，ポスター掲示場の設置場所を次のとおり

定める。

平成１５年１０月２７日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

ポスター掲示場の設置場所

別紙のとおり 別紙省略

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１４４条

の２第１項

新潟市選挙管理委員会告示第５８号

不在者投票事務を取り扱う場所について

平成１５年１１月９日執行予定の衆議院議員総選挙及び最

高裁判所裁判官国民審査における不在者投票事務を取り

扱う場所を次のとおり定める。

平成１５年１０月２７日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

不在者投票事務を取り扱う場所

新潟市役所第１分館

新潟市黒埼支所

新潟市東地区事務所

新潟市中地区事務所

新潟市西地区事務所

新潟市北地区事務所

新潟市南地区事務所

新潟市坂井輪地区事務所

新潟市石山地区事務所

新潟市選挙管理委員会告示第５９号

投票所の設置について

平成１５年１１月９日執行予定の衆議院議員総選挙及び最

高裁判所裁判官国民審査における各投票区の投票所をそ

れぞれ次の場所に設ける。

平成１５年１０月２７日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

各投票区の投票所を設ける場所 別紙のとおり

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３９条

（別紙） 投票所名及び所在地一覧表
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３２ 松 崎 自 治 会 館 松崎１３４５

３３ 松 浜 小 学 校 松浜３－１９－１

３４ 下 山 小 学 校 太平２－１８

３５ 南 浜 小 学 校 島見町２０７８

３６ 太夫浜集落開発センタ－ 太夫浜１９６４－１

３７ 太 郎 代 自 治 会 館 太郎代１２０

３８ 濁 川 小 学 校 濁川２８４

３９ 三軒屋福祉事業会館 三軒屋町１９－１６

４０ 新 通 小 学 校 坂井東６－１８－１

４１ 小 針 小 学 校 小針２－３６－１

４２ 大江山農村環境改善センタ－ 細山４０１

４３ 丸 山 小 学 校 丸山３００

４４ 大 淵 小 学 校 大淵１８１５－子

４５ 曽 野 木 連 絡 所 天野２－７－２

４６ 丸 潟 公 民 館 丸潟新田３８５－２

４７ 両 川 連 絡 所 酒屋町８２１－８

４８ 割 野 小 学 校 割野２８６６

４９ 和 田 公 民 館 和田１４８２

５０ 内 野 小 学 校 内野山手２－１８－３６

５１ 西コミュニティセンタ－ 内野上新町１１８１０

５２ 五 十 嵐 小 学 校 寺尾西４－２３－１

５３ 坂 井 輪 中 学 校 寺尾上３－１－３６

５４ 赤 塚 小 学 校 赤塚４４７８

５５ 木 山 小 学 校 谷内１８８６

５６ 中権寺第二公民館 中権寺２５９１

５７ 中 野 小 屋 連 絡 所 中野小屋５９０－４

５８ 保 古 野 木 保 育 園 保古野木９００

５９ 笠 木 小 学 校 笠木１６９５

６０ 藤 見 中 学 校 小金町３－５－１

６１ 臨 空 船 江 会 館 船江町２－１１－３

６２ 坂井輪コミュニティセンタ－ 小針西１－１２－１２

６３ 東 山 の 下 小 学 校 藤見町１－２３－５７

６４ 南 万 代 小 学 校 幸西４－１－１

６５ 中 野 山 小 学 校 中野山１－１－１

６６ 東 新 潟 中 学 校 山木戸１－２－１

６７ 女 池 小 学 校 女池６－４－１

６８ 鳥 屋 野 小 学 校 鳥屋野３－２－１

６９ 上 所 小 学 校 近江３－２－１

７０ 山 潟 小 学 校 弁天橋通３－３－１

７１ 紫 竹 集 会 所 紫竹６－２４－３３

７２ 牡 丹 山 小 学 校 牡丹山６－１５－１

７３ 坂 井 輪 小 学 校 坂井東１－２－１

７４ 青 山 小 学 校 西有明町４－１

７５ 真 砂 小 学 校 真砂３－２４－１

７６ 曽 野 木 保 育 園 曽野木１－４－７

７７ 内 野 中 学 校 内野西１－１０－１

７８ 石 山 保 育 園 石山団地１８－１

７９ 津 島 屋 会 館 津島屋３－７３－２

８０ 小 針 中 学 校 小針１－３７－１

８１ 芳 原 保 育 園 沼垂東５－６－８

８２ 県立新潟テクノスク－ル 鐙西１－１１－１

８３ 恵光学園第一幼稚園 天神尾１－４－１

８４ 東 青 山 小 学 校 青山２６１－１

８５ 桜 が 丘 小 学 校 姥ケ山６－１－２１

８６ 東 中 野 山 小 学 校 猿ケ馬場９

８７ 木 戸 中 学 校 上木戸５－１－１

８８ 坂 井 東 小 学 校 坂井東５－１７－１

８９ 青山コミュニティハウス 青山６－１６－２０

９０ 紫 竹 山 小 学 校 紫竹山１－１２－１

９１ 西 地 区 公 民 館 内野町６０３

９２ 中地区コミュニティセンタ－ 松和町１５－８

９３ 新潟国際情報大学 みずき野３－１－１

９４ 上 五 十 嵐 保 育 園 五十嵐２の町８４０４

９５ 小 新 中 学 校 小新西３－１８－１

Ａ０ 黒 鳥 小 学 校 黒鳥９８４

Ａ１ 黒埼農村環境改善センター 金巻７４６－３

Ａ２ 興 野 保 育 園 金巻８５８－１

Ａ３ 大 野 小 学 校 大野町３１０４乙

Ａ４ 善 久 保 育 園 善久９０８

Ａ５ 立 仏 保 育 園 立仏１０９４

Ａ６ 山 田 小 学 校 山田２７８１－２

Ａ７ 黒 埼 北 部 公 民 館 ときめき西４－１－１

Ａ８ 板 井 保 育 園 板井２６２６－１

Ａ９ 木 場 小 学 校 木場２３０１－１
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開票管理者 左の職務代理者

住 所 氏 名 住 所 氏 名

新潟市寺尾上１丁
目３番２５号

石田 瑞穂 新潟市沼垂東４丁
目７番８号

相澤 修司

開票管理者 左の職務代理者

住 所 氏 名 住 所 氏 名

新潟市上新栄町４
丁目７番５号

齋藤 良子 新潟市秋葉１丁目
３番１６号

小武 彰

新潟市選挙管理委員会告示第６１号

投票の順序について

平成１５年１１月９日執行の衆議院小選挙区選出議員選

挙，衆議院比例代表選出議員選挙及び最高裁判所裁判官

国民審査の各投票所における投票の順序を次のとおり定

める。

平成１５年１０月２８日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 衆議院小選挙区選出議員選挙

２ 衆議院比例代表選出議員選挙

最高裁判所裁判官国民審査

新潟市選挙管理委員会告示第６２号

氏名等の掲示の順序を定めるくじを行う場所及

び日時について

平成１５年１１月９日執行の衆議院小選挙区選出議員選挙

における，投票記載所及び不在者投票記載所における氏

名等の掲示の順序を定めるくじを行う場所及び日時を次

のとおり定める。

平成１５年１０月２８日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 場 所 新潟市選挙管理委員会室

２ 日 時 平成１５年１０月２８日 午後５時３０分

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１７５条

第３項

新潟市選挙管理委員会告示第６３号

開票立会人を定めるくじを行う場所及び日時に

ついて

平成１５年１１月９日執行の衆議院小選挙区選出議員選

挙，衆議院比例代表選出議員選挙及び最高裁判所裁判官

国民審査における開票立会人を定めるくじを行う日時及

び場所を次のとおり定める。

平成１５年１０月２８日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 場 所 新潟市選挙管理委員会室

２ 日 時 平成１５年１１月６日 午後５時３０分

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第６２条

第６項

新潟市選挙管理委員会告示第６４号

開票の場所及び日時について

平成１５年１１月９日執行の衆議院議員総選挙及び最高裁

判所裁判官国民審査における新潟市開票区の開票の場所

及び日時を次のとおり定める。

平成１５年１０月２８日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 場 所 新潟市鳥屋野総合体育館

２ 日 時 平成１５年１１月９日 午後９時３０分

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第６３条

新潟市選挙管理委員会告示第６５号

開票管理者及び同職務代理者の選任について

平成１５年１１月９日執行の衆議院議員総選挙及び最高裁

判所裁判官国民審査における新潟市開票区の開票管理者

及び同職務代理者について，次の者を選任する。

平成１５年１０月２８日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 衆議院小選挙区選出議員選挙及び最高裁判所裁判官

国民審査の開票管理者及び同職務代理者

２ 衆議院比例代表選出議員選挙の開票管理者及び同職

務代理者

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第６１条

第２項及び同法施行令（昭和２５年政令第８９

号）第６７条第１項

新潟市選挙管理委員会告示第６６号

選挙時登録に係る選挙人名簿からの抹消につい

て

新潟市の区域内に住所を有しなくなった日後４か月を

経過した者を，公職選挙法第２８条の規定により選挙人

名簿から抹消した。

平成１５年１０月２８日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 抹消した者の数 ２，０１０人

（男 １，０７５人 女 ９３５人）

根拠法令 公職選挙法第２８条

新潟市選挙管理委員会告示第６７号
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直接請求を行う場合に必要な選挙権を有する者

の数

地方自治法第７４条第１項及び第７５条第１項並びに市町

村の合併の特例に関する法律第４条第１項及び第４条の

２第１項の規定による請求を行う場合に必要な選挙権を

有する者の総数の５０分の１の数，同法第４条第１１項及び

第４条の２第１５項の規定による請求を行う場合に必要な

選挙権を有する者の総数の６分の１の数並びに地方自治

法第７６条第１項，第８０条第１項，第８１条第１項及び第８６条

第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第８条第１項の規定による請求を行う場合に必要な選挙

権を有する者の総数の３分の１の数（その総数が４０万を

超える場合にあっては，その超える数に６分の１を乗じ

て得た数と４０万に３分の１を乗じて得た数とを合算して

得た数）は次のとおりである。

平成１５年１０月２８日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

１ 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ８，３９５

２ 選挙権を有する者の総数の６分の１の数 ６９，９５５

３ 選挙権を有する者の総数の３分の１の数

（その総数が４０万を超える場合にあって

は，その超える数に６分の１を乗じて得

た数と４０万に３分の１を乗じて得た数と

を合算して得た数） １３６，６２１

（有権者総数 ４１９，７２６）

新潟市選挙管理委員会告示第６８号

投票管理者及びその職務代理者の選任について

平成１５年１１月９日執行の衆議院議員総選挙及び最高裁

判所裁判官国民審査における各投票区の投票管理者及び

その職務代理者について，次の者を選任する。

平成１５年１０月２８日

新潟市選挙管理委員会

委 員 長 石 田 瑞 穂

投票管理者及びその職務代理者の住所及び氏名

別紙のとおり（別紙省略）

根拠法令 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３７条

第２項及び同法施行令第２４条第１項

監査委員訓令

新潟市監査事務運営規程の一部を改正する規程を次の

ように定める。

平成１５年１０月１日

新潟市代表監査委員 熊 田 光 男

新潟市監査委員訓令第１号

新潟市監査事務運営規程（昭和６１年新潟市監査委員訓

令第２号）の一部を次のように改正する。

第２条第１号ウ中「委託し」を「行わせ」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この規程は，平成１５年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この規程の施行の際現に地方自治法の一部を改正す

る法律（平成１５年法律第８１号。以下「改正法」という。）

による改正前の地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

２４４条の２第３項の規定に基づき管理を委託している

公の施設の監査については，改正法の施行の日から起

算して３年を経過する日（その日前に改正法による改

正後の地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づき

当該公の施設の管理に係る指定をした場合には，当該

指定の日）までの間は，なお従前の例による。

農業委員会公示

新潟市農業委員会公示第１９号

１０月農地部会特別委員会の招集について

新潟市農業委員会１０月農地部会特別委員会を下記のと

おり招集する。

平成１５年１０月１７日

新潟市農業委員会

農地部会長 近 藤 武 正

１ 日 時 平成１５年１０月２４日（金）午後２時３０分から

２ 場 所 新潟市西地区事務所 ２階 農業委員会

西地区駐在室

３ 会議に付すべき案件

議案第６５号 買受適格証明願の処分決定について

新潟市農業委員会公示第２０号

１０月定例農地部会の招集について

新潟市農業委員会１０月定例農地部会を下記のとおり招

集する。

平成１５年１０月２４日

新潟市農業委員会

農地部会長 近 藤 武 正

１ 日 時 平成１５年１０月３１日（金）午後２時から

２ 場 所 新潟市役所 第２分館 ４０１会議室
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３ 会議に付すべき案件

議案第６６号 新潟市農用地利用集積計画の決定につい

て

議案第６７号 農地法第３条許可申請に関する処分決定

について

議案第６８号 農地法第４条許可申請に関する意見決定

について

議案第６９号 農地法第５条許可申請に関する意見決定

について

議案第７０号 相続税の納税猶予に関する適格者証明願

の処分決定について

議案第７１号 買受適格証明願に関する意見決定につい

て

水道局管理規程

新潟市水道事業会計規程の一部を改正する規程を次の

ように定める。

平成１５年１０月１０日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

新潟市水道局管理規程第１１号

新潟市水道事業会計規程の一部を改正する規程

新潟市水道事業会計規程（昭和５２年新潟市水道局管理

規程第４号）の一部を次のように改正する。

第２２条第１項中「又は公金徴収事務等受託者」を削り，

第２項中「前項」を「前２項」に改め，「現金取扱員」の

次に「及び公金徴収事務等受託者」を加え，第６項を第

７項とし，第２項から第５項までを１項ずつ繰り下げ，

第１項の次に次の１項を加える。

２ 公金徴収事務等受託者は，現金を収納した場合は，

管理者が指定した日までに企業出納員に引継ぎ，又は

管理者が指定する取扱金融機関に払い込まなければな

らない。この場合において，当該現金の内訳を示す書

類を管理者が指定した日までに企業出納員に提出しな

ければならない。

第２７条中「公金徴収事務等受託者」の次に「（管理者が

証券の受領を認めた者に限る。）」を加える。

附 則

この規程は，平成１５年１１月１日から施行する。

新潟市水道局徴収事務委託規程の一部を改正する規程

を次のように定める。

平成１５年１０月１０日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

新潟市水道局管理規程第１２号

新潟市水道局徴収事務委託規程の一部を改正す

る規程

新潟市水道局徴収事務委託規程（昭和４８年新潟市水道

局管理規程第１０号）の一部を次のように改正する。

第７条第１項ただし書中「身分証明証」を「当該身分

証明証若しくは取扱者印の双方又は一方」に改め，第２

項中「受託者」を「前項本文の規定により証票等を交付

された受託者（以下「交付受託者」という。）」に改め，

「前項の」を削り，第３項及び第４項中「受託者」を「交

付受託者」に改め，同条に次の１項を加える。

５ 第１項ただし書の規定により取扱者印の交付を省略

された受託者は，当該取扱者印に準じた印鑑を，あら

かじめ管理者に届け出なければならない。これを変更

するときも同様とする。

第１２条を次のように改める。

（公金の取扱い）

第１２条 収納事務の受託者は，公金の取扱いには細心の

注意を払い，収納した公金は管理者が指定した日まで

に新潟市水道局企業出納員（以下「企業出納員」とい

う。）に引継ぎ，又は管理者が指定する新潟市水道局出

納取扱金融機関若しくは新潟市水道局収納取扱金融機

関に払い込まなければならない。この場合において，

当該公金の内訳を示す書類を管理者が指定した日まで

に企業出納員に提出しなければならない。

附 則

この規程は，平成１５年１１月１日から施行する。

新潟市水道局請負工事等指名委員会規程の一部を改正

する規程を次のように定める。

平成１５年１０月２４日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

新潟市水道局管理規程第１３号

新潟市水道局請負工事等指名委員会規程の一部

を改正する規程

新潟市水道局請負工事等指名委員会規程（昭和４２年新

潟市水道局管理規程第２号）の一部を次のように改正す

る。

第２条中「７００万円」を「１，０００万円」に改める。

附 則

この規程は，平成１５年１０月２４日から施行する。

新潟市水道局契約規程の一部を改正する規程を次のよ

うに定める。

平成１５年１０月２４日
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新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

新潟市水道局管理規程第１４号

新潟市水道局契約規程の一部を改正する規程

新潟市水道局契約規程（昭和５９年新潟市水道局管理規

程第５号）の一部を次のように改正する。

目次中「第４７条」を「第４６条」に，「第４８条」を「第４７

条」に改める。

第１１条の次に次の１条を加える。

（予定価格の入札執行前の公表）

第１１条の２ 管理者は，入札を適正に行うため特に必要

があると認めるときは，入札を執行する前に予定価格

を公表することができる。この場合において，第１３条

（第２５条において準用する場合を含む。）の規定は適用

しない。

２ 予定価格の入札執行前の公表について必要な事項は

別に定める。

第４５条を削り，第４６条を第４５条とし，第４７条を第４６条と

し，第４８条を第４７条とする。

附 則

この規程は，平成１５年１０月２４日から施行する。

新潟市水道局契約規程の規定による帳票規程の一部を

改正する規程を次のように定める。

平成１５年１０月２４日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

新潟市水道局管理規程第１５号

新潟市水道局契約規程の規定による帳票規程の

一部を改正する規程

新潟市水道局契約規程の規定による帳票規程（昭和５９

年新潟市水道局管理規程第６号）の一部を次のように改

正する。

別記様式第６号の２工事請負契約約款第４５条の次に次

の１条を加える。

（談合その他不正行為による解除）

第４５条の２ 甲は，乙がこの契約に関して，次の各号の

いずれかに該当したときは，契約を解除することがで

きる。

! 公正取引委員会が，乙に違反行為があつたとして

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律

（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）

第４８条第４項，第５３条の３又は第５４条の規定による

審決（同法第５４条第３項による該当する事実がなか

つたと認められる場合の審決を除く。）を行い，当該

審決が確定したとき（独占禁止法第７７条の規定によ

り，この審決の取消しの訴えが提訴されたときを除

く。）。

" 公正取引委員会が，乙に違反行為があつたとして

独占禁止法第４８条の２第１項の規定による課徴金の

納付を命じ，当該課徴金納付命令が同法第４８条の２

第６項の規定により確定した審決とみなされたと

き。

# 乙が，公正取引委員会が乙に違反行為があつたと

して行つた審決に対し，独占禁止法第７７条の規定に

より審決取消しの訴えを提起し，その訴えについて

請求棄却又は訴え却下の判決が確定したとき。

$ 乙（乙が法人の場合にあつては，その役員又はそ

の使用人）が刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の

３又は同法第１９８条の規定による刑が確定したと

き。

２ 前条第２項及び第３項の規定は，前項による解除の

場合に準用する。

別記様式第６号の２工事請負契約約款第４８条の次に次

の１条を加える。

（賠償額の予定）

第４８条の２ 乙は，第４５条の２第１項各号のいずれかに

該当するときは，甲が契約を解除するか否かを問わ

ず，賠償金として，契約金額の１０分の２に相当する額

を支払わなければならない。工事が完了した後も同様

とする。ただし，次に掲げる場合は，この限りでない。

! 第４５条の２第１項第１号から第３号までのうち，

審決の対象となる行為が，独占禁止法第２条第９項

に基づく不公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正

取引委員会告示第１５号）第６項で規定する不当廉売

の場合その他甲が特に認める場合

" 第４５条の２第１項第４号のうち，乙が刑法第１９８条

の規定による刑が確定した場合

２ 前項の場合において，乙が共同企業体であり，既に

解散されているときは，甲は，乙の代表者であつた者

又は構成員であつた者に賠償金の支払いを請求するこ

とができる。この場合において，乙の代表者であつた

者及び構成員であつた者は，共同連帯して前項の額を

甲に支払わなければならない。

３ 第１項の規定は，甲に生じた実際の損害額が同項に

規定する賠償金の額を超える場合においては，超過分

につき賠償を請求することを妨げるものではない。

附 則

この規程は，平成１５年１０月２４日から施行する。
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委託事務の内容
収納事務受託者

住 所 氏 名

コンビニエンス
ストアでの水道
料金等収納事務

名古屋市中区錦３
丁目２０番２７号

株式会社
セントラルファイ
ナンス

「
袋 津 支 店 昭和５７年６月１４日

」

水道局告示

新潟市水道局告示第２１号

コンビニエンスストアでの水道料金等収納事務

の委託について

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３３条の２の

規定に基づき，水道料金及び下水道使用料等の収納事務

を平成１５年１１月１日から平成１６年３月３１日までの間，次

のとおり委託したので同法施行令第２６条の４第１項の規

定により告示します。

平成１５年１０月１０日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

新潟市水道局告示第２２号

新潟市水道局出納取扱金融機関及び収納取扱金融機関

について（昭和５１年新潟市水道局告示第６号）の一部を

平成１５年１１月８日から次のように改める。

平成１５年１０月２７日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

２表新栄信用組合中

を削る。

新潟市水道局告示第２３号

新潟市指定給水装置工事事業者の指定について

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第２５条の３第１項の規

定により，下記のとおり新潟市指定給水装置工事事業者

に指定したので同条第２項の規定により告示します。

平成１５年１０月２４日

新潟市水道事業管理者

局 長 長谷川 守

記

１ 指定番号及び指定工事事業者名

第３３５号 ㈲カノエユニティ

第３３６号 鈴木設備

第３３７号 新潟日化サービス㈱

第３３８号 ㈲アクア・プロテクター

第３３９号 野澤設備設計

２ 指定年月日 平成１５年１０月１６日

辞 令

市長事務部局

９月１日

主 事 田 中 政 孝（財政部参事・管財課長）

主 事 菊 田 隆 蔵（財政部参事・市民税課長）

主 事 阿 部 文 男（財政部参事・資産税課長）

主 事 泉 和 久（財 政 課 長）

主 事 寺 尾 脩（用地対策課長）

主 事 佐 藤 昭 人（契 約 課 長）

主 事 ! 橋 清 夫（管財課副参事・課長補佐）

主 事 田 部 一 郎（用地対策課副参事・課長補佐）

主 事 野 本 信 雄（契約課副参事・課長補佐）

主 事 斎 藤 正 治（市民税課副参事・課長補佐）

主 事 富 岡 富 男（資産税課副参事・課長補佐）

主 事 高 橋 建 造（財政課長補佐）

主 事 高 橋 豊（財政課主幹・財政第２係長）

技 師 大 屋 剛（管財課主幹・庁舎管理係長）

主 事 野 沢 常 雄（管財課主幹・財産管理係長）

主 事 海 津 範 男（管財課主幹・自動車管理係長）

主 事 佐 野 啓 二（用地対策課主幹・土地対策係長）

主 事 勝 本 紀 夫（用地対策課主幹・用地第１係長）

主 事 横 山 正 義（用地対策課主幹・用地第２係長）

主 事 中野谷 進（契約課主幹・物品契約係長）

主 事 小 野 克 幸（契約課主幹・工事契約係長）

主 事 渡 辺 博（市民税課主幹・税制係長）

主 事 宮 村 功（市民税課主幹・諸税係長）
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主 事 堀 正（市民税課主幹・証明係長）

主 事 佐 藤 栄 吉（市民税課主幹・市民税第１係長）

主 事 伊 田 幸 雄（市民税課主幹・市民税第２係長）

主 事 西 條 雅 雄（市民税課主幹・市民税第３係長）

主 事 小 黒 和 弘（資産税課主幹・管理係長）

主 事 永 井 賢 一（資産税課主幹・土地第１係長）

主 事 渡 辺 行 男（資産税課主幹・家屋第１係長）

主 事 伊佐早 武（資産税課主幹・家屋第２係長）

主 事 佐 藤 勉（資産税課主幹・償却資産係長）

主 事 朝 妻 博（財政課財政第１係長）

主 事 長 井 亮 一（財政課財政第３係長）

主 事 西 脇 直 彦（資産税課土地第２係長）

主 事 岡 村 弘 美（市民税課主査）

主 事 菊 池 正 敏（ 〃 ）

主 事 田 中 瑞 江（ 〃 ）

主 事 保 苅 知 之（ 〃 ）

主 事 本 間 敬 子（ 〃 ）

主 事 沓 掛 キヨノ（ 〃 ）

主 事 遠 山 裕 二（ 〃 ）

主 事 鈴 木 一 裕（ 〃 ）

主 事 中 島 剛（ 〃 ）

主 事 伏 見 智（ 〃 ）

主 事 早 川 周 作（ 〃 ）

主 事 齋 藤 勝 人（ 〃 ）

主 事 江 川 政 幸（ 〃 ）

主 事 大 井 幸 作（ 〃 ）

主 事 渡 辺 富 子（ 〃 ）

主 事 高 橋 登（ 〃 ）

主 事 山 際 結 城（ 〃 ）

主 事 木 村 昌 克（ 〃 ）

主 事 佐 藤 清 明（資産税課主査）

主 事 森 陽 一（ 〃 ）

主 事 上 原 文 昭（ 〃 ）

主 事 渋 谷 弘 子（ 〃 ）

主 事 湯 峯 一 之（ 〃 ）

主 事 若 林 一 郎（ 〃 ）

主 事 鈴 木 新 一（ 〃 ）

主 事 山 田 義 明（ 〃 ）

主 事 高 橋 啓 介（ 〃 ）

主 事 高 橋 勇 志（ 〃 ）

主 事 伊 藤 順 一（ 〃 ）

主 事 大 倉 博 美（ 〃 ）

主 事 河 野 武（ 〃 ）

主 事 阿 部 浩 巳（ 〃 ）

主 事 武 田 等（ 〃 ）

主 事 井 村 賢 治（ 〃 ）

主 事 久 島 正 司（ 〃 ）

主 事 川 上 悦 子（ 〃 ）

主 事 渡 辺 房 子（ 〃 ）

兼ねて企画財政局財政部納税課勤務を命ずる（各通）

９月３０日

技 師 井 上 友規子（市民病院看護部副看護師長）

願により本職を免ずる

１０月１日

主 事 金 子 和 弘（総 務 部 長）

職員研修所長兼務を免ずる

総務局参事を命ずる

主 事 神 部 昭（保 健 所 次 長）

保健所総務課長事務取扱を免ずる

総務局総務部長を命ずる

兼ねて職員研修所長を命ずる

主 事 遠 藤 正 人（保健所総務課副
参事・保健所総
務課長補佐 ）

保健所総務課管理係長事務取扱兼務を免ずる

保健所総務課長補佐事務取扱を免ずる

保健所総務課長を命ずる

主 事 野 口 芳 郎（総務課副参事・課長補佐）

兼ねて総務局総務部総務課総務係長事務取扱を命ずる

主 事 星 恵 士（総務課主幹・総務係長）

総務局総務部総務課総務係長事務取扱を免ずる

保健所総務課長補佐を命ずる

保健所総務課管理係長事務取扱を命ずる

岩 野 衣里子（市民病院看護部）

八 幡 三 恵（ 〃 ）

村 松 真理子（ 〃 ）

若 林 千 尋（ 〃 ）

小 竹 沙 織（ 〃 ）

加 藤 真樹子（ 〃 ）

中 井 晶 子（ 〃 ）

桜 井 法 子（ 〃 ）

星 山 奈 美（ 〃 ）

長谷川 僚 子（ 〃 ）

川 島 勝 美（ 〃 ）

小 林 一 行（ 〃 ）

荻 原 和 恵（ 〃 ）
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新潟市技師補を命ずる

看護師を命ずる

市民病院看護部勤務を命ずる（各通）

村 上 健 治

新潟市技師に任命する

市民病院診療部眼科医長を命ずる

１０月３１日

技 師 朴 直 樹（市民病院新生児医療センター）

技 師 川 合 文 女（市民病院看護部）

願により本職を免ずる（各通）

教育委員会

１０月１３日

山 田 穰

新潟市教育委員会委員に選任します

公平委員会

１０月１３日

伴 昭 彦

新潟市公平委員会委員に選任します
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